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論文
労働協約報酬から経営協定報酬ヘ
ードイツの業績• 成果給について〔l〕-
大 塚
?
概要
ドイツの業績給から成果給への流れを、労使関係から見てみた。すなわち、化学、金
属、電機の産業の労働条件を規制する労働協約の分析から、業績給と業鎖査定に焦点を
あわせて、協約上の規定の変化を確認し、規制の及んでいる範囲を見極めることによっ
て、業績査定にちなんだ規制の仕方が、事業所での取り決めのほうに比重を移している
のを確認した。それとともに新たな経営管理方式である目標管理が浸透することで、報
酬制度設計が改められて、しだいに成果給の採用の方向が企業によって模索されている
ことを明らかにした。
キーワード：協約基本給；業鎖給；業組手当；査定；面談；成果ポーナス
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はじめに
日本の企業が、年功主義から能力主義に賃金制度を練り直し、学卒者を一括採用して企業
の求める人材として長期にわたってOJTで育成するために、職能資格等級制度を日本的イン
センテイプシステムとして長年利用してきたことはよく知られている。職能資格等級制度に
基づく職能給は、小池和男氏が強調してやまない日本の産業の多能なフレキシプルな人材
という要求によくあった制度であった。それゆえ、成果主義型の賃金制度導入で廃止された
今日でも製造業を中心にして、職業資格等級制度の能力開発効果の側面は何らかの形で維持
されているのである（平成20年版『労働経済白書Jl89)。職能資格等級制度が廃止されたのは、
OJTによる能力開発が業績向上につながらなかったり、資格等級制度の運用で年功制に流れ
たところであった。そして資格等級制度の廃止と成果給導入の主な原因が、管理職の処遇を
めぐってであったことは今日ほぼ明らかになっている。グローバル化、 IT化などが管理職
1)この論文は平成19年度研修員規定に基づく研究論文である
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の仕事を能力開発からより企業業績との連動に重きを置くものに変えたからである（楠田
丘『日本型成果主義」 79)。管理職ポストの不足といった労使関係配慮から旧制度が生み出
した資格と役職の分離といった工夫では、この間の環境変化に対応できず、労務コストの増
加や業績の低下を避けれなかったのがきっかけであった。勤続年数の長い層は、グローバル
競争下の企業にとって労務費もかさんだから、いくつかの製造業ではこの層の賃金カープを
寝かしてみた。ところが対象となった層の能力開発のインセンテイプが弱くなって、旧制度
の欠陥がより明らかになってしまうということも起こっていた（石田光男ほか『自動車産
業の労使関係と国際競争力」労働政策研究報告書No.76、50)。成果給がまず企業の中高年
齢層に向けて尊入されなければならなかったのは、以上の理由による。
ところで、人基準の能力主義的な賃金システムが見直されたということは、何らかの仕事
基準の賃金制度に移行することを意味した。役割とか職務とか言う仕事のくくりで報酬シス
テムを構成するわけである。そして実際に尊入された業績・成果給は多くの場合目標管理と
結び付けられた。企業の中期・短期の財務的目標が、各部門に分割されて下ろされ、部門内
ではさらにさまざまな数値目標に細分化されるようになっていたから、財務的目標や部門内
の業績目標と年度内の仕事の遂行結果が比較され、達成度合いが成果給として支払われた。
目標の設定や成果の確認に上司との面談が行われ、業績達成度合いを測るための基準として
コンピテンシーといった能力評価法も利用された。トヨタやホンダのような、集団主義的な
経営の特質を最大限に生かす自動車メーカーなどは、中間管理職以下の階層や個人にまで数
値目標を設定してその成果を問うという目標管理の徹底は避けているようだが、製造業を含
め日本の企業には概ね管理職層以外にも数値目標を設定してその成果を報酬に反映させるシ
ステムが禅入されることになった（石田・中村絹「ホワイトカラーの仕事と成果」、佐藤厚
「業績管理の変容と人事管理jなど）。ただし、導入の成功例として有名な武田薬品の場合も、
一般従業員への成果主義の適応では、能力開発の重要性を組み込んだシステム作りをしてい
ることは忘れるべきではない（柳下 公一『武田「成果主義」成功法則」217)。平成20年の『労
働経済白書」によれば、企業内賃金格差が大きくなるのは40歳代にはいってから、というこ
とであるから成果給の実効という点では、一般従業員レベルよりも主に高学歴の管理職層に
近い年齢層で、労務費の見直しが行われているといえよう。そして同じ「白書Jによれば、
この成果報酬は賞与との結びつきを強くしてきているだけでなく、基本給にも一定の割合で
導入されてきている。特に管理職層では高い割合で基本給が成果主義的になっていることは
他にも指摘がある（社会経済生産性本部『日本的人事制度の現状と課題」 2006年版13)。こ
のように成果型の報酬制度はその主な対象を管理職層に置きながらも、産業別ではサービス
産業ばかりでなく、集団主義的な経営スタイルを特徴とする製造業をも捕らえ、目標管理制
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度とともに、深く一般職まで広まってきているのが現状である。それでは日本ではなじみの
ない成果給に問題はないのかといえば、職能資格等級制度に比べて問題点は多い。社会経済
生産性本部の成果型賃金制度の運用に関する調査では、昇格昇進には格差が開き、明確さは
劣るが降格降職もあわせて、年功制払拭は明らかにできている。しかし、目標管理の徹底は
かなり達成できていて評価基準もプロセス配慮とか問題点は少なくなっているのだが、実際
の評価や人材育成との関連では成果型賃金制度の問題点が克服されていない。たとえば、苦
情処理制度が有効に機能しているところが少ない。
『白書」が指摘する成果型賃金制度の問題点は、評価制度の運用上の困難ばかりでなく成
果主義型賃金制度に対する従業員の不満である。評価の公平性維持、部門業績目標の個人レ
ベルヘのプレークダウンや評価の客観性維持などが困難であるという運用上の問題の指摘
が管理側から行われている一方で、労働者からは評価基準の不透明さ、努力が評価されてな
い、納得できる評価になってないなどの不満が圧倒的に多いという指摘がそれである（『白書j
197)。そしてこの不満が他の労働条件の悪化と相乗効果を起こしてモラルダウンにつながり、
特にサービス産業で生産性の低下に結果しているという点がある。この最後の指摘は由々し
い問題だが、正規従業員の減少と長時間労働、非正規雇用の増加などが絡み、成果給の導入
だけが原因ではないので考察を控えるが、従業員の不満が圧倒的に多いという状況、あるい
は「白書」の言う成果型賃金制度に関する労使間の認識のギャップ（経営側は従業員の不満
を認識してない）はこのまま続いていくのだろうか。あるいは不満が蓄積して労使関係が悪
化し、 50年代のように争議が頻発し労使協調的労使関係の時代が終焉するのだろうか。ある
いはそうならなくとも、労働者のモラルダウンを引き起こして、成果型報酬制度の見直し、
ということになるのだろうか。成果給への反対論は多いが、どうも軟着陸するための設計図
はまだ書けてないようである。そこで、産業別労使交渉を通じた労働組合の強い規制の下仕
事基準で戦後長い間単純な業績報酬制度を維持してきて、 90年代のグローバル競争下で事業
所ごとの成果型報酬制度に変わってきたドイツのケースを参考にすれば、一定の処方箋は描
けるのではないか、というように課題を設定してみた。以下、詳しく見ていくことにする。
第1章 労働協約から見た賃金・給与制度の変遷
1 . ドイツ報酬制度の概観
ドイツの被庸者一般の賃金・給与は基本給と業績給とからなり、基本給はそのほとんど
が、そして業績給はかなりの部分が企業を超えた産業別の労使交渉で決められるか、枠がは
められている。事務系・技術系の職員とマイスターの場合は基本給与＋査定による業績手当
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を得る。時間給労働者の場合は時間給に 1か月分のノーマル労働時間をかけた月例賃金に査
定による業績手当、その他の労働者は働きが業績（労働生産性）に影孵する場合は、ノーマ
ルに働けば得られる収入が保障された上で、アコード（時間出来高給）かプレミア給かのど
ちらかの業績給を得る。他方、管理職層に関しては、日本と同じように90年代に入るまで職
責や業績の査定に基づく業績手当というものはなく、管理職の業績向上には、意思決定への
参加とか課題遂行に関する自律性の維持とかが重要視されていたようである。 F.G.ベッカー
によれば、ドイツの80年代までの管理職層の仕事へのインセンテイプは、非金銭的なもの
か、あるいは目標が明確に与えられるものの不定期に支給されるタンティーメという賞与に
よって与えられており、この成果報酬の全報酬に占める割合はおよそ10%--40%の範囲内と
低く、従ってタンティーメは成果給のような金銭的インセンテイプの機能は果たしてなかっ
た(F.G.Becker, 1990, S.11)。つまり、ドイツ企業によって目標管理はまだ展開されておらず、
それと連結された業績• 成果給はまだ導入されていなかった。収入が労働協約の対象範囲か
らはずれる協約外職員の場合も、間接的に労働協約の影響を受けた固定給以外に金銭的刺激
を特に受けるような管理的業務は、 90年代のグループ労働の導入とか、品質管理、原価管理、
納期管理やさらに目標管理とかが実施されない限り、あまり多様でも、効率を求められるも
のでもなかったと考えてよいだろう。
日本と同じように、 ドイツ企業にも企業内昇進機構が90年代中ごろ以来のリストラが始ま
るまでは存在した。この「煙突キャリア」と呼ばれた昇進機構は、特に製造業で見られた専
門に分化した昇進を約束するもので、エンジニアーはその専門性を維持しつつ、管理職に昇
進していた。ポスト不足には機能の分割で対応してきていた。したがって、この「煙突キャ
リア」システムは深く階層分化したヒエラルキーと明確に機能分化した組織とこれにぴった
り合った累積職責の3つからなっていた、という（以下、 FaustM. ua., 2000, Kap. 6.4)。リ
ストラはこの3つの管理職キャリアの構成要因をなくす方向で進んだ。すなわち、分権化に
関連した階層の平板化、機能統合と横断的な機能の活用そして短期的な業績•成果と報酬·
キャリアの連結である。前の2つの措置によって昇進の機会は大幅に少なくなり、昇進競争
は厳しくなった。昇進には長い期間が必要になった。さらにいまや専門はかつてほど求めら
れなくなり、フレキシプルに管理業務をこなし企業業績を上げれるように「ジェネラリスト」
としてのキャリアが要求されるようになった。機能を替え職場を移ることが当たり前のこと
として求められるようになった。このことは若いエンジニアーにとっては好都合だった。彼
らは将来外部市場でのヘッドハンティングをにらんで、企業内部でさしあたりは昇進をつか
もうと期待をふくらませだのである。しかしほかの長期勤続者たちは違った。 Mファウス
トたちの90年代末の化学、自動車、鉄鋼、電機企業の管理職リストラ調査は、すでに中・下
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級管理職層であったり、その後継者であるホワイトカラーたちの不満と不安の増加を明らか
にしようとしたものであるが、多くの既管理職キャリアに慣れ親しんだものたちは事実多く
の不満を抱えていたのである。管理職としての再・ 継続訓練、移動に伴う家族問題の発生な
ど、リストラ後の更なる組織戦略を展開するための障害が発生していた。特に、リストラに
よって新たに作られた権限と責任の大きな管理職の報酬は、旧来の階層化したランク対応の
報酬は合わなかったから、業績と責任の大きさに合わせた別の報酬システム（目標達成型）
が必要であった。ただ不満調整に時間が必要だったのか、ファウストたちの調査が行われた
90年代後半までに、調査企業で新たな報酬システムを成功裏に導入したという企業はなかっ
た。つまりリストラは実施し、成果型報酬制度の構想は練ったけれども、その新たなインセ
ンテイプシステムを尊入するのは遅れることになった、とファウストたちは述べている。実
際は、後でも見るようにジーメンスのような電機メーカーなどで、管理職に目標管理に基づ
く成果給が尊入された例は90年以前にもあるのだが、グループ労働の普及などから見て判断
すると、 90年代中ごろから後半にかけて本格祁入、というところだろう。
興味深いのはファウストたちが紹介する当面の昇進の頭打ち打開策が、中間管理職層の
ヘッドハンティングによる離職対策としてこの中間管理職層にボーナス支給が行われ始めた
こと、そして役職昇進と報酬を切り離す試みがなされたことである。前者に関しては、仕事
が専門職ではなく、企業家的業績によって評価されるよううになったことがきっかけであっ
た (Ibid.,286)。企業業績にリンクした報酬が中間管理職の事業指導者に支払われるのは人事
課の納得するところであった。そして化学産業の大企業ではかなり以前から、そして電機の
l企業では明らかに能力開発を企業階層の中の昇進で表現することが試みられた。管理職ポ
ストの減少でヒエラルキーと報酬の関連が開きすぎるのを避けるのが狙いであった。役職名
に対応した報酬格差はなくなり、機能等級ごとに等級間では重複する範囲収入が設定された。
仕事の成果を配当額に依存させるのではなく、上司による成果の質の査定で評価し、この査
定結果が範囲給の中でわずか動くような報酬制度が作られたのである。ただ、自動的な昇給
はなく、予算制約内での原資の配分工夫が可能となった、というわけである (Ibid.,289)。仕
事の質の相対的な劣化には降給処置が行われていたと見て間違いないだろう。
さて、以上のようにドイツの製造業に関しては、 20世紀の転換点までは企業成果型の報酬
制度は管理職にも一般従業員にもまだ普及するとまではいえない状態にあった。日本より遅
れているわけである。しかし、業績報酬制度がなかったわけではない。すでに述べたように
一般従業員は戦後長い間、協約賃金を下回らない限りで、労働科学の専門家による測定に基
づく業績給かあるいは上司の査定による業績手当を支給されていた。 21世紀にはいってそれ
に個人の目標面談に基づく業績給が加わる、というのが労働協約から見たドイツの報酬制度
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史である。経営の人事管理史から見た変遷は、世紀転換期のジーメンスの制度改革のときに
まとめられたという、次の第 1図がよく描いている。
第1図職員の査定項目
I旧来型報酬制度 1
?
EJ 月給
三 I
三 I
作業実行 I釈紐 I 技術的•財務的数値I: 足•競 I
出勤 I労拗効斗'1:伍業I質的業組要因 1: 客重視•企業責 I
（出展） lfaA. Entgelt Gestalten orientiert an Leistung, Ergebnis und Erfolg, 2001, 18 
旧来型の賃金では、 2種類以上のプレミアム賃金が設定された混合プレミアム型の賃金が
登場するまで、労務管理の基準は生産数量的業績であり、それに向けた労働投入醤の確保で
ある。製造品質や、製造コストが労務管理業務の中に入ってくるのは90年代のグループ労働
の導入以後のことであるし、経営戦略が消費者重視になってくるのは20世紀転換点ころから
である。 90年代に入るまでは労務管理的にも労働は実行機能を求められるだけで、新たな機
能は果たしてない。労働者が作業設計にかかわるのはこれまた最近のことである。詳しく見
ておくべきは、旧来型の賃金・給与の特徴と、組合規制の程度である 2)0
2. 報酬に関する枠組み協約の解説
すでに述べたように、 90年代までの基本給とこの生産数批を基準にした業績給もしくは査
2)これら旧賃金に関しては、すでに論じたことがあり、また調査に基づく詳しい紹介がある（大塚
忠、 1994、久本、竹内、 1998)。ただ組合規制を正面から取り上げた調査・研究はまだ見たことがな
ぃ。それを見ておきたい。
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定に基づく業績手当については、ドイツでは基本的に労働組合と使用者団体の労働協約があ
る。金属産業に関しては、 2003年ころから約20年ぶりに報酬の枠組み協約の改定にたどり
ついて、職員と労働者の報酬制度が統一され、それに伴って、基本給の熟練度別ないし職
務等級別階級区分がおよそ20等級にエ職一本化した。業績給がアコードとプレミアムの2つ
だったのが数値比較の業績給1本にまとめられ、職員も時間給労働者も基本給に業績手当が
つくという形でひとつにまとめられたのである。協約基本給に上のせする報酬はこの手当と
新たに設けられた目標協定に基づく達成手当の2つになった。基本給に関するいわゆる洗い
替え作業は、それによって収入の減少をきたさないという条件の下に金属産業の14の各交渉
地域で順次行われた。熟練工部分で評価が高くなって生じたコストは、年次報酬の引き上げ
分の一部で5年をかけてまかなうというとりきめがなされ2004年くらいから順次新たな報酬
制度が実施されてきている。洗い替えに伴うトラプルも多く報告されているが、ここでは洗
い替えの問題にはこれ以上立ち入らないでおく。新たな仕事等級区分に基づいて、基本給の
設定が労使で行われた、としておく叫課題は、ドイツにおける業績• 成果給の行方だから
である。つぎにいったん金属産業を離れて化学・鉱業・エネルギー産業を見てみると、ここ
でも基本給と業績給に関しては労働組合と使用者団体の労働協約がある。ただし、 3つの産
業にわたる協約のレベルは全国一本であり、長期の有効期間を持ち、労働時間や採用、報酬
の支払い方、所定外手当、休暇、疾病手当、降格に際する一定期間の収入保障と、配転の条件、
高齢者手当、などを規定した基本協約が92年に締結されている。報酬に関する協約は、基本
給を決めているエ職一本の12の仕事等級の規定が中心である。公的職業訓練終了証を持って
いることを格付けの条件とする第5等級からは各等級内に年功的な昇給を規定した範囲を設
定してある報酬協約が87年に結ばれている。エ職統一協約化の実施は金属産業よりかなり早
く行われているのである。 2年、 4年、 6年という勤続年数で、等級内を昇給する基本給は
化学・鉱業・エネルギー産業特有で、金属産業にはない。基本給はこのくらいにして、肝心
の業績給のほうを見ると、業績給あるいはその他報酬に関しては、 92年の基本協約での取り
決めしかない。基本協約での取り決めだから規制の内容はごく一般的なものになっている。
そして規制の中心は時間、量、良品、節約、稼働率などで測定でき、規定できる数量の労
働をアコード（出来高）かプレミアかの業績給にする、というものである。業績給設定のた
めのデータ測定法（データ収集と統計解析）の指示やデータ表示は透明にすることと、業績
給設定の条件は事業所の従業員委員会との経営協定とすることが決められている。時間測定
3)このドイツにおける基本給の等級区分に関する実態については、かつて調査報告したことがある。大
塚忠、 「横断的交渉機構から「経営に近い」交渉機構へ」 「日本労働研究雑誌J1994年7月号
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による基準時間はノーマルな習練があれば達成できるものとする、という規定も業績給の持
つ負の効果を避けるための措置である。ついでに言及しておけば、作業設計の際には人に優
しい設計になるよう、また負荷の多い仕事の場合は基準時間には付随作業時間内かあるいは
個人的必要時間に回復時間を入れて協定するよう、協約が結ばれている。そして最低収入保
障が加わる。アコードの場合は、基本給のll5%を下回らないこと、プレミアの場合は、混
合プレミアでも基本給の108%を下回らないこと、という取り決めがそれである。いずれの
場合も、他のケースと同様の一定期間の習練を経てノーマルな労働条件とノーマルな事業
状況が維持された場合の最低収入保障の規定である (92年基本協約16条）。アコードとプレ
ミアに関してはこのように詳しい規定がある。しかし、業績給では働けない従業員は、協約
報酬＋適切な手当てを報酬として受け取り、この手当て分は事業所の規制に任せる (16条10
項）とあり、労働協約では時間給労働者や職員の業績手当は規定してない（ただし、報酬協
約で、班長職には基本給の10%の手当てがつくとなっている (5条））。総じて次に見る金属
産業に比べて、化学産業の組合レベルの規制はあまり詳細ではない。たとえば、報酬協約の
1条では補足条項として、従業員を企業成果に参加させる必要がある場合は、年 1回の報酬
の形でならこれを認める、と協定している。そしてこの点は、 2002年からであるが年1回の
報酬（クリスマスボーナスに該当する）分の95%をもちいて、その額の80から125%の範囲で
企業成果参加分として使う経営協定を結んでもよいことになっている (WSITarifhandbuch 
2007, 69)。このように、化学産業では業績給以外の所定内報酬分は組合レベルではなく、従
業員委員会が機能する事業所レベルの労使関係規制に依存させているのである。事実、 2007
年6月5日のIGBCEの協約部責任者フェルスターとの成果賃金に関するインタビューでも、
化学労組の場合は90年ごろの構造変化を踏まえて事業所従業員委員会に大幅な自律性を与え
ており、この成果給に関しては特に事業所レベルに任せている領域で、組合レベルでは規制
はない、という返事であった。それゆえ、事業所従業員委員会との合意ができれば、化学・
鉱山・エネルギー産業では、査定や面談を通じた人事評価によって企業成果を月例給に上乗
せしたり、ボーナスを成果型にしたりすることは比較的フレキシプルに可能だと考えられる。
この点は次号の論文で事例研究の際に再び言及することにする。
以上化学・ 鉱業・エネルギー産業で見たのだが、労働者に支払われる業績給に関しては、
細部にわたる労働組合の規制が入っていることがわかる。これは、金属産業にもどってみる
と、電機、自動車、機械、造船、鉄鋼などの産業の労働者の業績給にはIGメタルのより詳
細な規制がある。数値比較の業績給というように2003、2004年の協約でまとめられたアコー
ドとプレミアの業績給に関する規定は、およそ20年前の82、83年賃金枠組み協約の規定がそ
のまま通用する。事業所労使が賛成すれば、エ職を問わず、従業員の一部もしくは全部にど
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ちらかの業績給が支払われる。そこで幸い、ヘッセン州に関しては82年と2004年の枠組み協
約が手に入ったので、比較のために82年時点の協約をまず見ておこう。 82年にヘッセン州の
金属産業使用者団体とIGメタルフランクフルト支部で結ばれた協約によれば、基本給を構
成している熟練度別賃金等級は、 2級から 5級までは、経験的な習熟と肉体的・精神的な負
荷を基準に階級区分がなされ、公的職業訓練修了証所持を格付けの条件とする第6等級がい
わゆる100%基礎賃金等級でそのあと 9等級まで等級区分がある。アコードに関しては5条
で規定している。時間アコードが規定され、事前の基準目標時間（分単位）、賃金グループ
の時間賃金などが明記さるべきものとなっている。ノーマルな労働給付に対するアコード保
障賃金は協約賃金の3.5%上乗せであり、アコード収入は賃金支払い期間最低4週間で平均が
基本給を下回ってはいけないとなっている。また下の賃金等級のアコード労働につく場合は、
当該労働者の等級に次の下位等級の等級基本給が、上位等級に値するアコード労働の場合は
その上位等級の基本給が賃金計算の算定に入る。
詳しいのは従業員委員会が経営協定を結ぶノーマルな労働給付に基づく基準目標時間の設
定である。化学産業と同じように専門家が労働科学に基づいて基準時間を出すのであるが、
それに修正係数をいれた時間を経営協定することになっている。事業所で用いられる基準時
間設定法は、協約当事者つまり労働組合の了解を得る。設定手続きは、時間測定に先立って、
動作研究から入ることが取り決められている。その上で測定が始まる。基準時間には、基本
時間（正味作業時間）、準備時間（手待ち時間や監視時間を含むこと可）、個人的・物的付随時間、
そして必要なら回復時間からなり、測定に際しては労働手段なども含め詳細な作業内容、作
業場所、作業遂行者、測定者を記録する。時間測定中の業績データは頻繁に細部にわたって
推計し、当事者に知らせる、等、、、の補足規定が協約につけられている。人的・物的な付随
時間（主作業に付随した作業時間；段取り等）の設定に関しては、ワークサンプリング法を
使うことが要求されており、不規則な時間測定に最低 l週間をかけて完全なデータ把握をす
るよう要求している。また回復時間が基準時間、特に付随時間に入ってない場合は、回復時
間手当てを含んだ基準時間設定にするよう求められている。こうして集められたデータは統
計解析にかけられ、労働者個人の基準時間、つまり、ノーマルな労働給付で実現すべき分時
間当たりの生産批となる。実際の労働はこの基準時間あたり生産籠の上下何％かの幅で動く
が、目安はすでに見たように3.5%増となっている。したがって、作業中に欠陥品や加工硬度
の高い材料を対象としなければならなかったり、資材が足りなかったり、修理が必要だった
り、注文が不足した場合のアコードは設定できないから、過去の平均収入が保障されている。
事業所労使の同意で、事前に与えられたアコードが協約規定とはなれていたり、収入が業績
と対応しなかったりしたら、アコードの修正が行われる。再度の詳しい、ほぼ母集団に一致
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するデータ収集が必要なのはいうまでもない。
アコードにはグループで仕事を請け負うこともあり、これに関しても規定がある。基準時
間の設定のためのデータは、メンバー一人の全作業経過を長期にわたって見るか、あるいは
全員のすべての作業経過の総和を見るかで行われる、としている。他は個人の場合と同じで
あるが、業績結果の配分は、①同一配分率で、消費された労働時間数に応じて配分するか、
②賃金等級別の百分比を使うか、自分たちで能率にあった百分比を決められれば、経営協定
による配分率で配分するとなっている。配分に関しては平等か、労働者メンバーの自律的な
取り決めかで行われるということで、これらができない場合は、従業員委員会と経営の間で
協定するとなっている。苦情処理機関（事業所労使同数構成のアコード委員会）の設置を含め、
アコードには基準時間の設定、取得額の算定、配分など経営側が新たな管理業務のために操
作できる余地は極めて少ないといえよう。
もうひとつの業績給プレミアのほうはどうだろうか。プレミアに関する規定は8条で行わ
れている。まずプレミア賃金を設定する前提条件が明記されている。労働者の精神的肉体的
影響が業績に出ることが前提条件で、動作研究、時間研究そしてその他労働関連で必要な統
計データがそろうことも前提条件になっている。業績の尺度や貨幣換算などは協定に基づき
公開される。業積プレミアの算定尺度は、数最、稼働率、その他の要素とのコンビネーショ
ンの3つからなり、品質、個数、稼働率、節約などの要素をコンビネーションとして組み合
わせる場合は、 3つまでの組み合わせというように限定されている。経営協定の最初は、プ
レミアをどこから開始するかの規定である。プレミアの出る業績出発点の取り決めのため、
十分なデータを用意することと、開始点の設定に付随時間と必要なら回復時間を含むべき
ことが規定されている。出発点が決まったら、次は最高プレミアとプレミア業績の出発点を
どう結ぶかである。関数の形はプレミアの目的、種類で異なるが係数は協定できるとなって
いる。ただし業績の上限をいくらにするかは経営判断にしている。このように、プレミア賃
金の下限だけ規定しているのは、収入保障を考慮してのことである。この点、アコードもプ
レミアも数値で収入保障を規制することはヘッセンではやってない。データの収集、基準時
間設定での規制ができればあえて数値化は必要ないと考えたのであろう。因みに金属産業の
ー大集積地域であるバーデンヴュルテンベルクの88年協約では、アコードとプレミアムによ
る収入の下限は基本給の30%と数値規制が入っている (2004年賃金協約、 ERA-Broshuere-5
Bezirk BW, K.Lang u.a .1990. 252)。
プレミア賃金もグループで受け取る場合がある。配分の仕方は、アコードの場合と同じで、
平等か、等級別格差配分か、グループ内自律的格差配分かである。個人や集団の労働業績ヘ
の影棚が途絶える、欠陥部品、贅材・注文不足などの場合は、過去の平均収入が保障される
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など、アコードのケースと同じ規定がある。ただその他追加的なプレミアは、品質にしろ稼
働率にしろ、事業所協定で結ぶとなっており、アコードよりは事業所レベルの裁最が効きそ
うである。プレミアの変更も、技術的組織的変更があった場合と明記されており、アコード
よりは変更はフレキシプルになっている。なお、プレミア出発点の最低は労働協約の基本給
となっている。しかし、苦情処理機関（プレミア事業所同権委員会）の規定もあり、アコー
ドと並んでプレミアも組合規制はかなり詳細に及ぶ、と見てよいだろう。
このようにアコードとプレミアに関する規定が詳細に及ぶのは、まず第一にこの賃金形態
が歴史上長い間ドイツで適応されてきたし、労使間紛争の種であったからである。アコー
ドという、経営側が最も生産性の高い労働者に出来高を設定する賃金設定法は1870年代中ご
ろの鉄鋼業で普及している（大塚忠、 1986年、 163、1989年、 38,46)。そしてクルップでは
1890年ごろには鉄鋼の生産量が標準化してきたこともあり、最上級労働者を基準に仕事別に
格差のある配分率が設定された団体アコード（クルップでは機能アコード）が設定されてい
た。生産ノルマを設定し、達成したら団体プレミア（配分率は職長を基準に仕事別）を支給
することは、 1921年のティッセン製鋼で行われている。労働規律が厳しく保たれた鉄鋼場に
比べ、機械工業では出来高やプレミアはいわゆるラチェット効果が効いており、それが労働
者の反発を呼び、当時の労使間対立の一大原因になっていた。出来高賃金の採用が労使対立
を引き起こしたことは、わが国でも戦前昭和10年代に多くの事例がありよく知られているこ
とである。このような歴史上の経緯に加えて、 ドイツにおける科学的管理法の独自の展開が
ある。ドイツではワイマール時代に経営者や技術者がこぞって科学的管理法を導入し、それ
に関する推進機関REFA (Reichsausschuss fur Arbeitszeitermittlung)を1924年に設立して
いた。そしてこの機関は戦後労使それぞれの団体が参加する労働研究と事業組織の調査・
研究機関として作業研究や時間研究の進展さらには職場設計の効率化に大きな役割を果たし
た。とりわけ作業研究はエルゴノミックスを取り入れ人間的労働成果を効率的に追求する方
向を生み出していた。 72年の経営組織法では、従業員委員会のメンバーに職務遂行のための
学習を認めたから、事業所人事課員ばかりでなくの従業員委員会の賃金担当委員は有給で
REFAが開催する作業設計や賃金設計のコースに参加する権利を与えられていた。こうして
REFAによるいわばドイツ的科学的管理法に基づく生産と労務管理がドイツ事業所の模範と
なっていたのである。いずれも大部のテキストREFA Methodenlehre des Arbeitsstudiums 
とMethodenlehreder Betriebsorganizationは生産・労務管理のための主要参考害であった。
職場設計、作業設計、賃金設計、生産計画と進捗管理など、ほとんどの生産職場を網羅した
記述は詳細を極める。そして、以上に見た労働協約によるアコードとプレミアの規制対象は、
そのおおよそがREFAによって研究され、テキストに描かれているものなのである。 REFA
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の研究成果が労使によって共有されていたことが、労使ともアコードやプレミアといった賃
金を長く維持する原動力であった。 1990年にIGメタルの賃金協約部が中心になって書かれ、
労働組合員や事業所従業員委員会の賃金問題のバイプルとなっている、 K.Lang, H.Meine, 
K.Ohl (Hrsg.)、ArbeitEntgelt Leistungは2001年に第3版を出して、題名を Handbuch
Arbeit Entgelt Leistungと少し変え、普及しているが、この本の中身は、主にREFAが推奨
する賃金設定のためのさまざまな道具立てを、労働協約や経営組織法の従業員委員会の共同
決定権をつかってより従業員にとって有利なものに拡張・変更するための助言がふんだんに
入ったものである。たとえば、基準時間設定のため実労働時間に関して測定されたデータ
の信頼区間は、 95%を基準とするが、従業員委員会には各測定データの中央値を取る場合、
分散値とデータ数から求められた真の中央値からの偏差である（尊出表利用）公差を 1%以
内に設定するよう求めている (1%を超えたらそのぶんも中央値に加えて基準時間を計算す
る）、等 (K.Langu.a, ibid.,334) 4 >。つまりほとんどのデータが真の中央値に近い母集団にな
るようにデータ処理するよう求めているのである。データの収集をめぐってはワークサンプ
リング法を用いる付随時間の設定でも同じようなデータ処理になるように求めており、した
がって、基準時間や標準時間の変更は極めて大掛かりで費用のかかる専門的な仕事となる。
そればかりではない。データの散らばりを極限にまで抑えるから、サンプルを取られる労働
者のノーマルな労働投入批が出てくる可能性が高く、より高い生産性を基準時間に設定する
ことは難しくなる。 Langたちのハンドプックは、高い生産性の基準時間を設定されること
に細心の注意を払うように多方面からのアドバイスが詰まったものである。より低い生産性
で基準時間を設定すれば、実労働生産性が高い分時間係数は大きくなり、したがって時間当
たりの基本給を時間係数にかけた実収入は大きくなる。それは結果として産業別組合の財政
の安定につながる、というロジックがそこにはある。経営側が競争激化や技術変化、労働様
式変化とともに、次第にアコードや生産数最基準のプレミア賃金から離れていくのは、フレ
キシビリティーのなさとデータ収集にかかるコストの大きさもさることながら、結局技術変
化があっても生産性はあまりあがらずに労務費がかさんでくるからである。
ちなみにラングたちによれば、 1992年の使用者団体金属総連合の調査では、加盟金属産業
企業のうち、アコード賃金の労働者は35.6%、プレミア賃金労働者は12.5%となっており、 80
年代から傾向的に前者が少なくなり、後者が増えてきている。後者の増加には混合プレミア
の普及があることはいうまでもない。他方、時間賃金労働者は51.5%で、この比率はあまり
4)ラングたちの説明では、ここで公差としたものは、£=-j; 長危X1()()%でも計鉢される。
s=標準偏差 t=スチューデントt E=算述的中央値 n=データ数
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変わってない (K.Langu.a., 2001,204)。そこで次に労働者の半数を占めるこの時間賃金労働
者の査定に基づく業績手当の規定を見ておこう。 82年のヘッセン枠組み協約では、 7条がそ
れである。時間賃金基本給を等級ごとに受け取る以外に時間賃金労働者には少なくとも13%
の業績手当がつく、となっている。ただし、時間賃金労働者がアコードやプレミアで労働者
が働く職場に入った場合は、業績手当ては10%になる。業績手当の算定は査定に基づく。そ
して、査定項目は作業結果（労働投入の行動と効果）、作業遂行（①作業方法、組み立てマニュ
アル、規定品質を維持したよい仕事であったか、②不良品の頻度）、労働投入（①自律、信頼、
必要な指瑯、監視．②作業グループ内で多課業の引き受け））、作業配慮（①適切な事業手段
の扱い、無駄のない作業手段使用、②エネルギー、材料の無駄のない使用），③安全基準の
準拠）の4つである。査定は分析的かあるいは包括的で事例を参考にするかのどちらかで行
われ、事業所協定される。ただし、分析的な方法で査定をする場合は、次の 3点で従業員委
員会と協定が必要である。①査定項目を細分したり、小区分が減ったり、実際的な査定項目
が補足されたりする場合。②各項目の査定点数、ウェイトそして点数の序列と格差。③点数
に換算する理由、④協定解約期間、となっている。大分類の査定項目を新たに追加したりは
できないようである。時間賃金労働者は間接工が多いだろうから、日本だったら改善活動や
多能エ化をいっそう望みたいところだが、これだけの査定項目では細分化してもそれらを促
進するのは難しいし、点数化やウェイト付けで協定化まで進めるのはかなりの道のりになり
そうである。事業所協定で補足査定項目を作るのが最も手っ取り早そうである。
査定結果と賃金の結びつけは経営側にある、と協約ではなっているが、査定結果に関する
資料は、求めに応じて提出することになっており、苦情処理手続きが決められている。査定
は1年に 1回照合され、手当ての引き上げか引き下げが判定される。引き下げの場合は、労
働者は上司に対して理由を求めることができ、上司は4週間後にはこの理由を報告する義務
がある、としている。その後行われた再審査で引き下げが決まれば次の賃金計算は引き下げ
られた手当てでなされる。ただこの場合にも苦情処理手続きが用意されている。以上が時間
賃金に関する取り決めである。査定項目が限定されてはいるが、主要項目の細分化と補足項
目が認められており、経営の裁最に余地はありそうである。手当ての限度枠は基本給の13%
だから、査定で差をつけるためには事業所時間給の総額の13%分は業績手当の原資となる。
したがって個々には少なくとも各項目の業績査定によって基本給の13%割り増しに届かない
人もおれば、 13%以上の手当てを得る人もいるはずである。査定結果に関する苦情処理手続
きは、査定が上司一人だったら理由を探すのは容易ではない場合が多いだろうと、想像され
る。実務ではどうだったを見る必要がある。査定は査定主の主観性がつき物だし、公平性を
維持するのは一般的に困難が伴うからその辺がどう処理されてたかを見る必要がある。業績
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査定が経営管理上有効だったかどうかである。同じことは、より次元の異なる査定項目を設
定されていた職貝の場合にも当てはまる。職員に関する労使の取り決めはどうだったのか、
それも最後に見ておこう。
職員の給与に関する枠組み協約は、ヘッセンの金属産業では82年に結ばれて、 90年に改
定されている。したがって、以下で見るのは90年の改定による取り決めである。 2002年の
改定まで、職員層はマイスター、事務系職員、技術系職員とまとめられ、それぞれの職掌
で、主に完結した職業訓練、専門教育と実務経験年数で等級ランク付けされている。事務系
はKl,K2a, と職業訓練を受けてない仕事等級を 2つ作り、あとK2からK6までの7ラン
ク、技術系も同じく、未熟練ランクを 2つ入れてTlからT6までの7ランク、マイスター
は、 MlからM4までの4ランクである。最上位ランクの行動要件は特別責任のある地位で
の事務的ないし技術的行動（マイスターは困難で責任ある持ち場での下位マイスターたちの
配龍と監視）、となっている。管理職の手前で果たす業務が求められていると見てよいだろ
う。等級ランクはそのまま月例給与グループになっている。基本給に協約上の業績手当がつ
く。そして職員の場合は、事業所レベルで特別手当をつけてよい、ということになっている。
ただし誰に、どんな条件でつけるのかは明記することになっている。
業績手当の規定は第3条で詳しくなされている。職員の業績手当の総額は基本給総額の
10%とされている。この10%というのは、他地域の金属産業も同じである。査定項目は大分
類で4つと、時間賃金労働者の場合と同じだが、時間賃金の場合の大分類の説明（上にカッ
コ内で示した）ではなく、小分類査定項目があり、その小分類に説明がついている。意訳し
たのを第一表にした。
第 1表職員の査定項目
a)労働投入 b)作業配慮 C)知識使用 d)協働、人的効果
① 活動（迅速処理） ① 徹底性 ① 柔軟な考え ① 情報交換
② イニシアチプ ② 信頼性 ② 関連把握力 ② 協働
③ こなす能力 ③ コスト意識 ③ 本質識別カ ③ 説得力
④ 追加課業担当カ ④ 安全規定の注意 ④ 指導力
これら小項目一つ一つではなく全体にわたって、要求が満たされたかどうかを 5段階で評
価して個々人の査定点を出す、というのが協約上の取り決めである。総査定点と 4つの基本
査定項目あるいは小分類のそれぞれの査定項目のウェイトに関しては事業所従業員委員会と
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の経営協定を結ぶ、となっている。同意にいたるための調整手続きも決められている。業績
評価の段階は第一段階は 0評価として、後は等間隔の％で表示する。手当の最大％は経営側
で設定できる、としている。基本給の10%をどのくらい超えてインセンテイプとするかは経
営が決めるが、予算は基本給総額の10%である。さらに、 25人以上職員がいて、小分類まで
査定項目を増やしたり、あるいはそれ以上付け加えたりする場合は、労働協約の当事者、つ
まり労働組合に事前に相談し、了解を取るか、助言をもらう手続きをとらねばならず、した
がってこれ以上の拡張はなかなか難しくなっている。また、査定主は経営サイドで選べるが、
査定資料の提出、査定点や手当との結びつけは文書で当人に知らせることを取り決めている。
職員は査定資料の閲党をすることができ、査定結果が届いた 1週間以内に上司もしくは従業
員委員会に苦情を届けることができる。そこで解決しなければ同数委員会に持ち込む。査定
審査は 1年一回で、会社も職員も仕事の変化を認めれば、再審査が行われることになってい
る。このような苦情処理手続きは、時間賃金労働者と比して、組合規制は弱い。苦情があっ
ても上司に理由を聞ける仕組みはない。さらに不満を理由の再審査規定はない。職員の場合
は、業績手当に関する規制は、平均手当額とある程度の査定項目の限定くらいである。
3 . E R A (Entgeltrahmen-Abkommen)改定による変化
2003年ごろから各協約地域で締結されてくる給与に関する取り決めは、長い間試みられた
ドイツの職員工員の労働条件の壁をなくし、共通の労働協約で規定することにようやくたど
り着いた結果であった。この20年の間の産業構造や技術、企業組織の大変化は仕事業績の求
め方とその受容のあり方を大幅に変化させたのであるが、ドイツの労使はこれにどう向き
合ったのであろううか。 2004年になってヘッセン、ザクセン、ノルトラインヴェストファー
レン、バイエルン、ベルリン・プランデンプルクと主要産業集積地で協約が出来上がってい
る。ヘッセンを中心にバーデン・ヴュルテンベルクを参照にして、業績報酬の変化を協約上
で押さえて見よう（以下は主にヘッセンのIGメタル支部によるERADurchfiihrungを参照）。
まず、 ERAの導入は 1年半の準備期間をおいて2006年からの導入である。 5年かけて調整
し2008年までに導入を終える、手はずになっている。洗い替えの際の評価で、収入が下がら
ないのが、原則確認されており、したがって、評価は概ね引き上げになり、そのための事業
所コストの増加を年々の協約報酬の引き上げ分からまかなう約束ができている。評価が低下
するグループは、旧来肉体的精神的負荷を主要な等級区分の要素にしてきた不・半熟練工層
のグループと、コンピュータープログラムの開発で技術革新の波に飲み込まれた層（技師）だ
という。負荷を等級区分にしなくなったのは、女性の仕事評価が旧来は常に低位だったから
である。負荷は事業所レベルで負荷手当として所定外報酬に入れることになった (ERA12条）。
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さて、業績報酬について大きな変化は、等級区分ばかりでなく、業績報酬もエ員職員の区
別をなくしたことである。等級別の基本給に加えて、職員もエ員も査定に基づく業績手当
か、基準値と実測値の数値比較が可能な業績給か、または個人と上司の協定に基づく目標達
成手当かのどれかの業績報酬を受け取る。ただし旧来の賃金形態とその規定はそのまま残る、
と協約されていて、アコードもプレミアも今までの規定がそのまま適応される。協約9条
が新規約となっている。職員も可能であればこれら両業績給が適応される。その際、 3.5%の
ノーマル労働給付に対して保証されてたアコード保証分は基本給組み入れになった。つまり
従来アコード労働者は等級別の時間当たり賃金に3.5%だけ割り増した額に、基準時間をかけ
たのが収入だったのが、 ERA以降は割り増し分は基本給算定に入れた (Arbeitsblatterzur 
ERA-Umsetzung in der Metall-und Elektroindustrie 10)。他方、プレミアもアコードも基
準と実際の数値比較が可能であることを条件に設定される、となった。そのほかは、すでに
述べた取り決めと同じである。労働科学に基づくデータ収集には細かな規制がある。 ERA
ヘッセンの実施方針の中には、以上の業績給の中に、協約では扱ってないとしながら、オペ
ル本社工場を抱える協約地域なので特別の追加方針がある。自動車産業では、時間研究を通
して出される標準時間が使われており、流れ作業労働者にはこれに対しては固定標準賃金が
たとえば基本給の140%という形で払われている。生産抵の変動にあわせたフレキシプルな
標準賃金でなく固定でこの固定業績給を協定すべし、と勧めているのである。この方針は
M.Langたちの自動車産業の標準賃金の分析に基づいている (M.Langu.a.,2001,251)。生産抵
の変化があっても賃金が変わらないこともあるので、振り子賃金Pensumlohnともいわれる
この賃金に関する規制はあまり詳細ではない。業績給については、バーデンヴュルテンベル
クの場合を追加で見ておけば、すでに述べたように、ここではアコードとプレミア賃金労働
者には、最低賃金収入保障が基本給の30%でついていた。これは、枠組協約で15%に半減さ
れている。というのは、ここでは、協約交渉の過程で基本給の一律15%で業績報酬手当分が
配分されることになったからである。したがって、平均業績手当10%だった職員層がいまや
業績手当で5%アップの15%を得て、アコードやプレミアで働く従業員は保障分が15%も低
くなったわけである。
新たに各協約地域で設けられた目標達成手当に関してはどうだろうか。禅入のいきさつは、
ヘッセン支部によれば、被用者の中でアコードやプレミアで仕事をする人が減ったからであ
る。今までは協約の届かないところで目標協定によって報酬に差異をつける方法がすでに利
用されていて、このような領域に規制を入れるのが協約の目的であったという。 IGメタル
の規制によって従業員委員会に共同決定権が与えられ、従業員に目標設定や達成査定に苦情
提出の権利が与えられたのだ、という。適応部門や、報酬の原則は事業所経営協定で決め
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る、となっている。 ERAlO条が規定の内容である。個々の規制の具体的内容取り決めは事
業所レベルに任すことになっている。従業員委員会は、経営者と目標、目標協定の方法、記
録、達成手当の設定などを取り決め、具体的な目標協定は個人が使用者（その代理は上司と
なっている）と結ぶ。 ERAは従業員による業績への影響が部分的に出ることをこの手当の条
件にしている。したがってヘッセン支部は、従業員委員会が目標のカタログを作ること、そ
の際病気とか企業成果（財務的な成果）は目標に入れないよう求めている。目標カタログから、
上司と一緒に目標を選び協定すればよいと。目標協定で一致しなければ、従業員は査定付き
業績手当で働く。ただ業務が多様化しているから、経営としては旧来のインセンテイプシス
テムよりこの手あてを使いたいであろう。事実90年代中ごろから組合規制を逃れ、新たな経
営戦略を実現するために目標協定は一部事業所で経営協定を通じて実施されてきていた。こ
れに網をかぶせ、事業所協定に任せて、共同決定の形で規制しようというのが組合の協約意
図である。 10条2項に目標協定に至る場合は、経営協定すべきことが決められている。有効
領域、設定する目標の機能が協定対象である。目標として、経営上の成果、病気は設定対象
からはずされている。その上で、工程ベース、顧客ベース、協働者ベース、財務ベースの4
つの領域で目標が設定できる、としている。
工程ベースは、時間当たり出来高、機械の稼働率、リードタイム、注文加工時間、プロジェ
クト計画時間、数量、出来高が目標にできる項目である。顧客ベースは、クレーム、顧客満足、
顧客サービス、値引き、夜業が入る。協働者ベースは、協働、コミュニケーション、指導行動、
人材開発、転職率、仕事のやり方、イニシアテイプ、労働投入、資源節約、作業配慮、清潔、
能力向上への参加があがってる。財務ベースには、販売値ざや、共通費、残高、未回収金額、
財源使用量などが入る。企業が顧客重視やコスト管理といったグローバル競争下で不可避と
なった経営戦略から、すでに取り込んでいた目標管理的手当を労使関係的規制の下に置くと
いう後追い的に網をかけるような対応になったためか、目標として設定できる項目は結構多
項目しかも経営全般にわたってる。ただ、日本の問題ケースにあるように、一般従業員にコ
ンピテンシーを基準に目標設定するようなことはドイツの労使関係の中ではできないだろう。
もうひとつ、業績手当の予算枠の規制がある。後で見るように、業績手当は、基本給の10%
になり、手当の総額としては、目標達成手当で報酬を受ける人数の基本給総額の10%が、こ
の手当の予算である。このことによってさらに規制可能性がでてくる。目標が質的なもので
あった場合、目標達成度合いは、上司の査定によることになる。まず、 100%達成で、どの
くらいの手当になるかが経営協定されねばならない。目標が砒的なものだった場合も同じで
ある。それからそれ以下の達成度に応じた手当て額が決められる。平均で最低基本給の10%
の予算という枠内で決められていかなければならない。ヘッセンや他の多くの地方ではこの
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ように、予算枠は10%になるのだが、バーデンヴュルテンベルクではこれが15%に設定され
た。エ職統一処置は、もともと30%という最低業績給保証のあったバーデンヴュルテンベル
ク地方の場合は、使用者団体の強い要請もあり、目標達成手当の平均支給額を他より引き上
げさせることに結果させたのである。以下目標達成手当の例をヘッセン支部のモデルで紹介
しておく。
第2表 目標達成度と手当額の対応例
期間； 2004, 1 . 1 --204, 6 .30, 名前：ムスターマン
数批目標；在庫削減
妓大目標達成手当額；基本給の30%
達成方法；在庫150万ユーロを120万ユーロに資材調達の最適化で削減
協定目標が部分的に達成された場合、手当は2003,12.31の経営協定に従い以下のようになる
目標達成 I 60% I 70% I 80% I 90% I 100% 
手当 I 10% I 15% I 20% I 25% I 30% 
当該期間の質的目標； a) サプライヤーとのコンタクトの改普、 b) 計画と購買のよりよい調整
質的目標の査定
目標； 目標達成できず 部分的達成 達成 目標超過
a) 0点 5点 10点 12点
b) 0点 5点 10点 12点
最大目標達成手当額；基本給の15%で、 20点で達成、だから 1在定点は基本給の0.75%
事例は、 30万ユーロの在庫削減目標で、 100%達成なら、ムスターマンは基本給の45%を
得て、経営側は、利子率8%なら24000ユーロの利子の節約となる、という計算をしている。
目標達成の後に次の目標面接が行われるが、この新たな目標は、査定理由を説明した上で双
方によって行われる。目標に関して和解は認めておらず、双方了解がなければ、査定付きの
時間給を適応するという取り決めである。苦情処理に関しての手続きは、同数委員会の形成
からさらに労働裁判手続きに及ぶ。また、プロジェクトの変更に伴う目標協定の途中変更も
配慮されている。情報処理技術者の組織化をしているIGメタルの場合は、ソフトウェアー
開発でこうした事例を想定している。こうして新たに設けられた目標達成手当は、その規制
の当事者を協約レベルから、経営協定レベルと個人レベルヘと大きくずらすことになったが
目標設定形式には規制が加えられてる、といえよう。そしてこの経営レベルの規制、つまり
経営組織法に基づく共同決定権に依拠した報酬の取り決めは、エ職一体の適応となった業績
手当に関しても産業レベルの規制を一定の範囲で離脱させることになったのである。
8条で規定する時間報酬は、エ職統一の業績査定のため事業所レベルの規制に移された。
大幅な変更である。特に時間給労働者にも、次に見るような、 82年の規制では見られなかっ
た査定項目としてチーム行動のようなものがでてきており、事業所レベルの細分化や機能分
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野の設定では、労務管理の幅が広がることが予想される。実際、従業員構成が大きく異なり、
職員のほうが多いIT産業の事業所と、労働者が8割を占める旧来の製造業の事業所とでは、
業績査定といってもかなり査定方法は異らざるを得ない、というのが事業所レベルの労使当
事者に取り決めを任せた理由である。事業所レベルでできなかった場合には、労働協約で定
めた査定基準が有効となる。そして、査定手続きを取らない使用者は、時間給従業員に一律
10%の業績手当を支給することになった。査定手続きを経営がとる限りでは、査定項目、査
定点とウェイト付け、査定項目の細分化や機能化などに関しては、経営協定が結ばれること
になったのである。最後の点は、以下のようなヘッセン支部による説明がなされている。
今、経営協定された査定項目が、 A労働能率と労働の質、 B.コスト意識とコスト責任、 C.安
全と労働保護規定の維持、 D.協働とチーム行動、 E.指導的行動の5つからなるとする。現業
の労働者は、機能分野はA.で、A.C.D.の査定項目で査定される。事務部門はBを機能分野とし、
A.B.D. で査定される。管理職は、 C機能分野で、 A.B.D.の査定というようにである。各機能
分野の査定点の最大値は同じでなければならない。 A.の場合は、A.24点、C.6点、D.6点、B.の
場合は、 A.18点、 B.12点、 D.6点というように、トータル36点をそろえることが必要で、そ
の点数と手当の額の対応を明確に協定することになった。金額表示は、平均10%を下回らな
い限りで経営の裁量になる。労働組合の労働協約が時間給従業員の10%までの業績手当を認
めているからである。
他方、事業所協定に至らず、組合との労働協約による業績査定の場合は、査定基準は、効
率性、品質、フレキシビリティー、労働に関する責任ある行動、協働／指尊行動の5つであり、
査定点は、 0, 2, 4, 6, 8点の5段階評価で決めている。機能分野ごとのウェイトの相
違は認めていない。
査定点数が出たあとの、手当との結び付け方に関して、枠組み協約は規定している。時間給
従業員全員の査定点がでたあと、各人の査定点に等級ごとの基本給比率が掛け合わされる。そ
して基本給総額の10%の額が、個人ごとの査定点総数で除され、査定点あたりの業績手当（貨
幣価値）が出される。幻糾年までは、 13%が協約上の最低平均手当だったから、 3%分は基本給
に入っており、それだけ業績手当は高くなる。ヘッセン支部の範例は第3表のようになっている。
このように、ヘッセンの場合は、予算枠は時間給従業員の基本給総額の10%が限度になった。
時間賃金労働者は今まで平均で13%を保証されてたから、手当では3%が減ることになり、こ
の分は基本給組み入れとなった。旧時間賃金労働者の基本給が3%上がるので、彼らの業績
手当を入れた総収入は増える。事業所レベルではエ職統一で、従業員構成に変化なければ総
業績手当予算は少し減る。ところが、バーデンヴュルテンベルクでは、目標達成手当のケー
スでも見たように、 15%が限度枠である。ここでは、時間給労働者はいくつかの賃金等級に
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個人番号 名前
S1 S2 
4711 メアリー 1
4712 ポルグl
4713 メアリー 2
4714 ポルグ2
4715 メアリー3
4716 ポルグ3
4717 メアリー 4
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第3表業頴査定と手当の範例
給与等級 等級比率 査定点 個人価値
s 4・s s 
S3 S4 S5 S6 
A 1.0 6 6.00 
A 1.0 24 24.00 
B 1.03 15 15.45 
D 1.06 ， 9.45 
F 1.15 24 27.60 
E 1.48 10 14.80 
G 1.75 12 21.00 
118.39 
S6列の総査定点で除された給与総額； 1.154, E/118.39=9.74744 
個人業組手 業績手当率
当額
S7 S8 
58.48E 4.3% 
233.94E 17.2% 
150.60E 10.7% 
92.99E 6.4% 
269.03E 17.2% 
144.26E 7.2% 
204.70E 8.6% 
1.154.00E 
E: Euro 
渡り（熟練工基準） 16%の平均手当てが協約されていた。したがって時間給労働者に関しては
ほぼ変わらず、職員の手当の予算が5%増えて15%になりエ職統一となったから、予算的には
それだけ個々人の査定に基づく金銭的インセンテイプは強化されることになったのである。
R. バーンミュラーたちの論文によれば、枠組協約交渉過程で南ドイツ金属産業連盟は現に
協約賃金と事業所レベルの所得との開きから、この手当の15%の分を協約外におくと主張し
ていたようである。 IGメタルのほうは、枠組協約交渉では高賃金労働者の賃上げが目的で、
協約内に取り込めばこれが実現するということで、結局、事業所レベルでの業績評価方法に
は強くかかわることなく、妥協している。経営側は、業績手当を協約から引き離して事業所
の裁量の下に置こうとし、強い協約規定の下にある、数値比較に基づく業績給を放棄しよう
としていた、とこの論文では把握している (R.Bahnmuller,W.Schmidt, 2007, 359f.)。バーデ
ンヴュルテンベルクの枠組協約を見ると、いくつかの点でヘッセンと大きな違いがある。ひ
とつは、仕事別給与等級テープルを作成するに当たって分析的職務評価法を基準にしている
ことである。これによって他地方とは基本給でずれがでている。それについてはきわめて詳
細になるのでここではこれ以上言及はしない。業績報酬でも査定、数値比較、目標達成の3
つの方法を、単独でも、組み合わせてもよいという業績報酬の規定を作っている（第3部16
条）。そして、この組み合わせがどうなろうとも、業績報酬は平均で15%になること、そし
て個人業績報酬は0%から30%の間になることが取り決められている (20条）。この点はさら
に詳しい。平均が14%を下回るとき、あるいは16%を上回るときは、事業所労使で原因を探
ること、 13.5%を下回るときは14%に引き上げること、と決められている (21条）。さらに、
16%を超えても、協約上の取り決めに基づいて出されたものであれば、協約上の業績報酬と
して認める、となっている。そのほかは、 1年毎の査定の見直し、事業所査定項目例、協約
上の査定項目、苦情処理など、ほぼヘッセンの場合と同じ規定である。バーデンヴュルテン
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ベルクの場合は、使用者団体の強いイニシアテイプが発揮された、ということもあり、 15%
という手当枠の保持に労働組合の規制が強く入った、といえよう (M.Bahnmulleru.a.,ibid.)。
以上、ヘッセンの労働協約を基準にして、ドイツの業績給、業績手当に関する組合規制の
変遷をたどってみた。ドイツにおける労働協約は、協約自治の体制を実現するために協約法
によって法的な保障を受けたものであり、その効力はきわめて大きい。ドイツ統一以来、東
ドイツの企業で多かったのであるが、協約の適応を受けると企業経営が困難になる場合には、
開放条項が適応され、協約水準を下回ったり、協約の適応を保留したりすることが可能になっ
てはいるが、協約内容はほぼ企業レベルで実施されてきていると見てよい。したがって、う
えにみた、 2003,2004年頃から各地で更新された ERAが、とくに業績査定の査定項目を新
たにし、さらに新たに多くの目標協定を認めていることは、 90年代以降のIT化グローバル
化に関連したリストラや、顧客重視への経営戦略の変更をうけてこれに労使関係とりわけ労
働組合が適応しようとした結果であった。
第2章規制の実態と規制緩和
1 . アコード、プレミア賃金の実際
労働協約の規定の変遷から、業績報酬に関してはERAで大幅な変更が行われ、労使の取
り決めの主体は産業レベルから大きく事業所レベルヘとずれてきた。 IGメタルはかろうじ
て新たな目標協定に軽い網をかけ、旧来の規制を事業所協定に預けた。ということは企業側
から見れば、 IT化、グローバル化などへの取り組みは、個別的にはずっと早く始まってい
るわけで、すでに組合規制をうまくはずして事業所従業員委員会の了解を取り付けて事業所
に適合的な報酬制度を運用してきていると見てよい。そこで、次に旧協約の下での規制の実
際、つまり協約の運用実態と規制から外れるインセンテイプシステムの導入の動きを金属産
業で見ておきたい。特に、さしあたりは、旧協約では時間給労働者の査定に関しては被査定
者のクレーム権が大幅に認められていたから、この点の運用はどうだったか、を確認してお
きたい。ただ、実際の運用を見るには、個別企業の文書館などに行かなければわからない。
現状に関しては調査に行けばよいのだが、 ERA以前であるから情報は取れない。幸い、 ド
イツ使用者団体金属・電機総連合の付属機関である、応用労働科学研究所が新たな賃金制度
設計のために、現状分析と新たなインセンテイヴシステムの事例研究をやっていることがわ
かった。これでドイツの使用者団体金属産業総連合として産業の構造変化に合わせた報酬制
度を模索し始めるのは90年代に入ってからであることが明らかになった。 REFAの労働科学
と事業所組織に関する大部のテキストを除けば、賃金や報酬に関する詳細な実務中心の研究
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書はすでに紹介したM.Langたちのものが90年代には唯一のもので、使用者団体による制度
設計のための実態調査とかは貧しかった。金属産業総連合の付属機関応用労働科学研究所
(Institut fur angewandte Arbeitswissenschaft IfaA)が、制度設計のために調査・研究の成
果を出し始めるのは、 90年代中ごろからなのである。そして、 90年代中ごろのIfaA調査・研
究の趣旨は、グループ労働の導入によって製造だけでなく、労働が計画性や判断を伴い、プ
ロセス重視になってきている、つまり改善活動への参加がすべての従業員に不可欠になって
きているので、過去の安定的な労働、組織、業績条件に基づいて設計された協約上の賃金・
給与システムは硬直化し役に立たなくなっているというのが基本認識である。特に、アコー
ド賃金は技術・組織革新でデータ把握が困難になっており、コスト高や不満足な事業成果に
結果しているので、プレミア賃金を時代の要求に合わせるように、数値化する方法を考える
必要がある (IfaA、1996、7)、ということで『時代適応的報酬形態jという小冊子が96年に
出版されている。こちらのほうは、それゆえ、プレミア賃金に調査の力点が置かれている。
もうひとつの「業績査定と目標協定」は94年の出版で、その後何回か版を重ねているが (2000
年改訂版）、こちらは業績手当の査定とその改良型としての目標協定が調査と研究の中心に
なっている。後者の問題意識は、市場の要求にフレキシプルに対応するため、グループ労働
は間接的な機能を引き受け、自主的にプロセス改善に効果を発揮するのだから、数籠的な成
果を基準時間の設定でアコードかプレミアかで実現するといったことはもはや存在しないの
第4表協約地域別プレミア賃金規制項目
プレミア賃金基準 1 2 3 4 5 6 7 8 ， 10 11 12 13 14 15 16 17 
プレミア設定可能 ゜゜゜゜゜゜゜゜゜゜゜゜゜゜゜゜゜誰が賛同すべきかアコード優先 ゜゜ ゜゜ ゜゜゜プレミア設定条件 ゜ ゜゜゜ ゜ ゜プレミアの種類 ゜ ゜゜基 準 数 値 ゜゜゜ ゜゜゜ ゜ ゜゜゜プレミア出発業紹 ゜゜ ゜゜プレミア出発賃金 ゜゜゜ ゜゜゜ ゜ ゜゜゜プレミア関数の形 ゜ ゜゜個人か集団か ゜ ゜゜゜ ゜ ゜データ収集 ゜ ゜゜プレミア協定変更 ゜ ゜ ゜ ゜゜゜数 値 ” 冬 更 ゜゜収 入 保 証 ゜ ゜゜ ゜゜゜プレミア委員会 ゜゜リ スク保証 ゜゜ ゜゜゜1 : Bayem, 2 ; Sachsen, 3 : Berlin/Brandenburg, 4 : Bremen, 5 : Hamburg, 6 : Niedersachsen, 
7 : Sachsen-Anhalt, 8 ; Hessen, 9 : Thiiringen 10; NRW 1 : Pfalz, 12: Rh.-Rheinhessen, 13: Saarland 
14: Schleswig-Holstein, 15: Siidbaden. 16: Siidw.-Hohenzollem, 17: Nordw.-Nordbaden, 
18: Mecklenburg-Vorp 
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だ、ということである。賃金や給与の設定にさまざまな数値的指標が使われるべきだ、と研
究の意義を強調している (IfaA,1994, 7)。この、 IfaAの調査資料を利用して、 90年代中ご
ろの組合規制とそこからの離脱の試みの実際を見ておくことにする。まず、 96年の「報酬形
態」は、事例ですでに実施されているさまざまな事業所内プレミア賃金を紹介するばかりで
なく、便利なことに労働協約と、経営組織法による業績給の規制の全体を詳しく紹介してい
る。
lfaAによれば、アコード賃金は金属・電機産業の労働協約では、たいていは詳細に、一部
では決定的に規制を受けているのに対し、プレミア賃金は多くの設計可能性を残している。
したがって、協約があっても、事業所協定の余地はある。少しの地域でプレミアに関する詳
細な枠組み協約があるが、この場合でも経営協定をすれば、プレミア賃金の基準を事業所で
決められるのである。そして第4表から、包括的な手続き協約のあるのは、ザール、ヘッセン、
チューリンゲン、ラインランド、プファルツ、バーデンーヴュルテンプルク、ニーダーザクセン、
ザクセンーアンハルトとベルリンであることがわかる。これら地域がこの産業の雇用者の多
い地域であり、 IGメタル組合員が多くいるからである。経営協定でのみプレミア賃金を設
定できるところもある。注目すべき項目は、アコードの設定を優先している地域があり、バ
イエルン、ザクセン、ヘッセン、チューリンゲン、プファルツ、ラインランド、ザールラ
ンドがそれら地域である。バーデンーヴュルテンベルクは入ってない。プレミア賃金の前提
条件という項目は、工業地帯の協約に多いが、これは、業績結果が測定可能であること、個
人や集団が影響を業績に及ぼすことなどをさす。プレミアの種類規制とは、ヘッセンや、ザー
ルランド、ラインランドで規制されているが、主要プレミアとして、数量、稼働率、この二
つの結合プレミアをあげており、品質と材料節約は追加的プレミアにしている、ということ
である。他方ベース項目に、数批、稼働率、品質をあげている地域もある。その下のプレミ
ア出発点や、関数の形はプレミア賃金の本質部分で、ヘッセンの協約でも見たように詳しい
規定のある地域が多い (IfaA,1996, 2f.)。以上のように、アコードと並んでプレミアにも細
かい規制が主として産業集積地域で行われている。しかしIfaAの認識では生産性の向上に向
けられてきたプレミア賃金の目標は、個人的ないし集団的に影蓉がおよぼせるような事業所
のさまざまな経営指標を目標にするようになっており、したがってベース項目も、正味稼働
時間の増加、製造コスト引き下げ、リードタイム短縮、共通費の削減、資材と情報の流れの
改善なども含めるようになっている (Ibid.,29)。さらに、協約上のプレミアは上限を規定し
てないが、達成できないようなプレミアは設定できないとしている。したがって、時間賃金
＋業績手当に加えて、協約に追加する集団プレミアをつけるとか、逆にグループプレミアに
協約に追加する業績手当を付けるとかは考えられる、としている (lbid.,35)。つまり事業所
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内の自主的なプレミアを協約プレミア分に上積みする。経営協定は必要だが、従業員委員会
とプレミアベース項目、プレミアの出発点、報酬との対応関係などを協議し、決めることが
できる。事業所レベルの協定の余地がこのように協約分の上積み、という形で抑えられてい
ることは注意しておかねばならない。さらに、グループプレミアの配分に関してはグループ
労働の浸透という基本姿勢からか、結構神経を使った論及になっている。、 lfaAの考えでは、
グループ内個人の業績がわかる限りで、 3段階の業績査定点数をつけて、グループプレミア
の配分率にするのがよい、と提案しているが、グループが自律的だと外部から個人業績を識
別しにくいので、グループ内で配分を決めさせることもある、ともしている。 IfaAが用意し
た事例では、平等配分ないし、グループ内自律決定に任せているのがあがっており (Ibid.,85)、
ヘッセンの協約でも平等配分だけでなく、基本給格差配分や自主的な業績格差配分も認めて
いるのだが、この点は平等配分になる傾向があった、と見てよいだろう。グループ内個人の
業績査定は、次に見る査定一般より客観性を維持する困難が伴うからである。
IfaAがプレミア賃金との関連で最後に強調しているのは、企業成果に基づく使用者の自
主的な給付なので、労働協約の規制から外れる 1回払いのプレミアボーナスの効用である。
lfaAの表現ではアクションボーニとなっている。主にプロセス改善提案で用いられている、
という。グループ労働による改善活動の結果、グループプレミアによるインセンテイプは、
プレミアの業績終点で滞留してしまう。業績終点を越えるとプレミアが変更されるというラ
チェット効果をグループが予想するからである。対策として考えられたのが、グループボー
ナスである。今プレミアの業績終点が基本給の123%とすると、それを超えた分は半分が貯
蓄口座に、半分が企業の生産性増加口座に入る。 3ヶ月間で、生産増加が平均で平均基本給の
123--127%なら、 3か月分の貯蓄口座にたまった分をボーナスとしてグループは受け取る。
のこりは企業が手に入れる。 3ヶ月平均の生産増加が、平均してプレミア賃金の127%を上
回ったら、グループは企業に入る分も含めてボーナスを支給される。かわりに、プレミアの
出発点と終点のカープは3分の2引き上げられる、つまりそれが時間短縮プレミアなら基準
時間が引き下げられ、数量プレミアなら基準最が増える、というわけである (lbid.,57)。こ
のようなプレミア賃金を基準とした、事業所追加プレミアや1回払いのボーナスを利用したプ
レミア賃金の改良が90年代中ごろの金属産業では試みられていたのである。 1回限りのボー
ナス支給では、このようなプレミア賃金修正の方策としてばかりでなく、さまざまな経営指
標を目標値にして、従業員に上司との個人契約を結ばせその達成度を点数化してボーナスの
算定に使うといった (lbid.,58)方法が提案されている。この目標面談は、生産労働者ばかり
でなく職員の仕事にも利用でき、しかも企業成果とも結びつけることができる。グループ目
標の達成の度合いはグループプレミアのベースとして使え、協約外グループ手当や測定可能
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数値と結びつけたボーナスやプロジェクトグループの成果を見る基準にもなる、というわけ
である。そして、 IfaAが行った実務調査の事例の多くは、上のプレミア賃金の修正型や目標
達成手当が実施されている事業所のケースである。たとえば、従業員1000人規模の電機メー
カーの事例は、先のボーナス利用型である。機能関連をこなし、量・質、納期に自己責任で
あたる体制作りのためグループ労働を尊入している。賃金は基本給に、グループプレミアと
4半期ごとに付くボーナスがある。グループプレミアは、目標生産性ということで業績出発
点と終点が定められている。生産性目標値は、グループメンバーの勤務時間の総数で、良品
数x基準時間（総製品数から不良品を引く）を割った値であり、 0.8が出発点、 LOOが終点と
なっている。グループプレミアの配分は、グループ内で、査定基準としているフレキシビリ
ティー、品質意識、改善と協働へのイニシアテイプの3項目の査定を 3段階（査定項目でウェ
イトが付いている）評価して点数化し、全員の総点数で割って配分率を出している。したがっ
て平等配分にはなってない。ボーナスは上記の例と同じで、 3ヶ月の平均生産性値がLOOか
ら1.05までなら、グループメンバーは生産性の終点以上に上昇した分の半分を受け取り後の
残りは企業が受け取る。生産性値が1.05以上だったらグループは企業側に入る分も加えて受
け取るが、次期からはプレミアベースの変更を受け入れるというシステムである。さらに、
グループプレミアのいくつかの組み合わせを実現している、電機モーターの組立工場の例も
ある。基本給に、職種別の業績手当（調整工には協約上の査定に基づく手当、機械操作係に
は協約上の業績手当）を支給していたのであるが、グループ労働で行う部分作業にインセン
テイプをということで、 95年から混合グループプレミアを追加支給している。混合は、良品
数に基準時間をかけたものを出勤総時間で除した製品係数、総組立て数で良品数を除した不
良係数、総良品数で自動機による良品数を除した手直し係数の3つであり、これら 3つの係
数を掛け合わせて、グループ業績値(%)を出し、それを基本給ベースの団体プレミアとし
ている。そのほか、半導体を製造している会社で、唯一、基本給の15%までの目標達成手当
を祁入している企業も紹介されているが、この事業所は協約規制をはずれているようで、事
業所内基準で給与等級を 3つ作り、協約の等級と対応させる、というようにかなり自由度の
高い賃金／給与設定をしている。基本給に、 20%の個人業績手当をつけ、そのうえに目標達
成手当と品質手当 (5%)をグループに支給している。グループ内配分は平等である。事例
として出された10ケースのうち、個人アコード＋追加グループプレミアは 1例、プレミア賃
金の追加分のケースは 6例、時間賃金に業績手当＋追加プレミアないし目標達成手当のケー
ス3例となっている。 90年代中ごろには、事業所内賃金・給与の自主的な設計の模索がさま
ざまに試みられていた、と見てよいだろう。ただし、紹介した例がそうなのだが、電器関連
のメーカーが多い。この産業のIGメタルの影響力は、自動車などと比べるとかなり小さい
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から、またグローバル化の影響はすでに90年代に入る前からあるから、競争力強化の試みは
早くからあったのである。
2. 業績査定の実際
さて、以上は主にプレミア賃金の組合規制を受け入れつつも、特にグループ労働の嘩入と
いう新たな事業展開を受けてこれに加えるインセンテイプシステムは事業所内協定で構築して
いく試みを見てきたのであるが、もうひとつの業績手当のほうの規制と運用の実態はどうだろ
うか。 IfaAの調査では、業績査定の実務にかんしては企業からの不満が続出していた (IfaA、
1994,16)。いわく、「手当の格差が不十分だ」、「業績は格差があるのに、手当は平等で、固定給
化している」。「手当が上がっていくばかりで業績が伴ってない」、「査定が一面的に過去の査定
に依存したものになってる」、「査定表への査定結果の書き込みが、まじめになされてない」な
ど。すでにヘッセンの労働協約で見たように、 21世紀にはいるまで、査定による時間給労働者
と職員の業績手当は、業績給と同様労働協約の規定を長期に変えないで運用されていた。
第5表協約地域別査定対象者
i 1 2 3 4 5 6 7 8 ， 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 
盈者 ゜゜ ゜゜゜゜ ゜゜゜゜ ゜゜
胃 ゜ ゜゜゜゜ ゜゜゜ ゜゜
1 : Schleswig-Holstein. 2 ; Mechlenburg-Vorpommern, 3 : Hamburg, 4 : Bremen, 
5 : Nordwest.Niedersachsen, 6 ; Niedersachsen, 7 : Osnabriick, 8 : Nordrhein-Westfahren, 9 : Hessen, 
10: Rheinland-Rheinhessen, 11 : Pfalz. 12: Saarland. 13: Bayern, 14 : Nordwiirttemburg-Nordbaden, 
15 : Sudwiirttemburg-Hohenzollern. 16 : Siidbaden. 17 : Berlin, 18 : Berlin-Brandenburg, 19 : Thiilingen, 
20 : Sachsen. 21 : Sachsen-Anhalt 
21 
時間賃金労働者と職員の業績査定を労働協約によって規定していた地域を上げると、第5表
のようになる。西ドイツの主要金属産業地域は、職員も含めて規定がある。北ヴュルテンベル
クはすでに見たように、業績手当の支給枠については規定しているが、職員の査定規定はない。
査定基準の評価の重みについては、第6表が時間賃金労働者、第7表が職員の場合である。
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第6表時間労働者の査定項目別ウェイト
（％） 
査定基池 労働成果 作業実行 作業配慮 労働投入 協働 作業安全
(3) 36 24 22 18 
(4) 36 24 22 18 
(8) 25 25 25 25 
(13) 28 28 16 16 12 
(14) 30 30 15 15 10 
(16) 30 30 15 15 10 
(20) 28 28 16 16 12 
(9) 40 20 20 20 
(10) 40 20 20 20 
(11) 40 20 20 20 
(19) 40 20 20 20 
カッコつき番号は、第4表と同じ協約地域を指す。
第7表職員の査定項目別ウェイト
（％） 
査定項目 労働成果 作業実行 作業配慮 労働投入 協働 知識の使用 多作業行動
〔5〕 25 25 25 25 
〔8〕 25 25 25 25 
〔13〕 28 28 16 16 12 
〔15〕 28.6 28.6 14.3 14.3 14.3 
〔16〕 28.6 28.6 14.3 14.3 14.3 
〔20〕 28 28 16 16 12 
カッコ内番号は第4表と同じ協約地域を指す。
職員のほうの査定規定は、あまり多くないが、それでもニーダーザクセン、バイエルン、
ザクセンなどで、労働者と同じ労働に付随する査定項目で職員の業績手当の査定をするよう
規制があり、協働項目以外に職員の仕事を基準にした査定項目は適応が少ない。時間賃金労
働者の場合は、査定に関してほぼ組合規制が行われていたと見てよいであろう。手当の最
低保障額についての規制を見れば、、これは職員も含めて21協約地域の多くで規制している。
労働者の場合は、基本給平均の範囲が、いくつかの賃金等級で構成されているか、事業所で
見るかに分かれるが、どこの地域もどちらかの範囲で平均保障を13%から16%で取っている。
職員の場合は、事業所だけで、平均10%が多い。東ドイツの一部とハンプルクで6%か8%
となっているのが違うくらいである。また、バイエルンとザクセンは労働者は0から28%、
職員は0から19%の範囲内で手当を支給するという規制になっている (IfaA,ibid.,23)。査定
は、使用者の代理と規定されているが、 IfaAによれば、、現場をよく知ってるマイスターか
係長Abteilungsleiterのどちらかが実際の査定者である。査定は 1年に一回行われ、そして、
IfaAによれば、査定が前より低くなった場合には、ヘッセンの協約がそうだったように、従
業員側からの申し立て手続きが決められており、経営者（実際は上司）は十分な資料を基に、
4週間から 3ヶ月の間に当該従業員の業績が下がっていることを証明しなければならなかっ
た。この業績査定の苦情処理規定は業績手当の額が下方硬直的になるように作用した。企業
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にとっては適当な時期に業績低下に金銭報酬の引き下げで対応することを難しくしたのであ
る(IfaA、ibid.,2)。上司による査定が、完全に客観的であることを証明するのは、あとで
見るように不可能に近いからである。
IfaAによれば、協約上の査定にしたがって手当を支給している限り、長期的にはすべての
従業員に関して業績手当は傾向的に上がり、業績を反映した報酬ではなくなる。さらに、追
加的な手当や、グループプレミアで個人間で差をつけるときにできなくなってしまう。した
がって、事業所内査定手続きは必要不可欠である。幸い、すでに見たように、ヘッセンの協
約も、他地方の協約も、事業所の組織や、仕事などの異質性を配慮した業績査定を可能にす
る開放条項を規定している。経営協定をすればこれら事業所にあわせた査定手続きをとるこ
とができる。 IfaAは、職務に重要な査定基準であること、明瞭であること、クローズトシス
テムになってること、実用的であることの原則が確保されれば、なるべく少ない査定項目と
わずかな評価段階で事業所独自の査定をするよう提案している。 3つの査定項目を5段階評
価するのがよい、と。ところが、査定には多くの問題が付きまとっており、実際上これをな
くすのは難しい場合が多い。原因は6点ほどにまとめられている。まず、管理職層が、査定
に基づく手当の管理効果という点での過小評価をしている。査定に必要な労力に比べてモチ
ベーション効果が小さいと。面談がないので、結果や手続きが知らされない。査定手続きに
関して上司が教育されてない。被査定者との対立を避ける。査定者が多様な業務を正しく査
定できるのだが、この業務結果を格差をつけて報酬に設定できない。査定者のほうで誤査定
を避ける。企業のほうはこのような状況から、年1回の査定を見直さずに、協約上の平均手
当(16%、職員は10%)をすべての従業員に払っているところがある。このような報酬の平
準化があると長期的には業績は下がっていくというのが経験則だ、というのがIfaAの意見で
ある (Ibid.,28)査定結果に関する苦情が出たときに、査定の客観性を証明する事はいかに難
しいかの詳しい検討がなされている。統一的査定尺度を得るために、比較可能な従業員ない
し集団の仕事の遂行がひとつの査定項目で水平的に評価されてるかどうか。その際、すべて
の当該従業員に関してその査定項目での評価の序列がつけられているかどうか、そのつぎの
査定項目はどうか、などなど。主観性を減少させるために、 2人の上司で査定しているとこ
ろも多い、という。点数を直接貨幣換算せずに業績等級として範囲を作りその等級で手当の
金額を表示する工夫も紹介されている。ただし、上司のほうで客観性を保てなくなる事情も
ある。部下との信頼関係を維持したいとか、部下のモチベーションを維持したいとか、指揮
命令が行き届くようにしたいとか、有能な部下を失いたくないとか、低業績者と好業績者の
仲たがいを避けたいとか、上司として査定に際して考慮してしまうことがある。加えて、予
断、ハロー効果、コンタクト効果（近隣効果）、当事者査定、軽率な結論、自己尺度の査定、
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査定結果に明瞭な傾向がある、等の査定上の主観要因がある。こうして、査定結果は正規分
布せずに査定者の主観的な偏りを示してしまう。 IfaAは、点数化したものに幅を持たせて評
価するために、業績等級テープル作りを勧める (Ibid.,31)。ただし、業績査定を報酬に反映
させるためには、結局上司と事前に目標面談をし、結果についても面談を通して査定するほ
うが、業績結果を透明にし、高業績者をより高め、低業績者には必要な継続訓練を通して弱
点克服を促がすから、近年ますます査定協定の中に面談規定が入るようになっている、とい
う(Ibid.,32)。そして査定のために、上司との面談が入るようになれば、目標管理を企業のトッ
プから、中間管理職までだったのを、一般従業員レベルまで引き伸ばすことが可能になって
くる。事実一連の企業が全従業員に業績査定面談の範囲内で目標協定を従業員委員会と締結
した、とIfaAは報告している (Ibid.,35)。生産、リードタイム、稼働率などのほかに、製造
コスト引き下げとか、良品とかクレーム削減とかの企業目標に結びついた批的目標や、課業
習熟時間、要員と労働時間コントロールなどの質的目標が、個人や集団で上司との面談を通
して協定されるのである。 IfaAの報告は、さらにこの目標管理の進め方、たとえば、職員 5
つ以内、労働者3つ以内という目標数の限定、目標ごとのウェイトの設定、批的数値目標優
先、とかカスケード原則（企業目標をプレークダウンする中で管理レベルに応じた分権的な
目標設定と管理を行う）などの詳しい説明が続くが、省略する。事業所レベルの独自査定項
目の必要性や業績査定の公平性維持の点から、上司面談を入れた目標協定が金属産業の企業
に禅入されていった、ということを確認できれば、当面の課題は解決するからである。
事例で出てくる電機機器メーカーボッシュのケースは、業績査定の問題克服で面談システ
ムを取り入れた例である。複雑になる仕事、チーム労働が個人間の業績差を広げ、アコード
やプレミアのような業績給の適応範囲を狭め、報酬設定のためのデータ収集に多大な労力を
必要としてきているばかりでなく、 1年に 1回上司が業績を査定している。 1年内に業績を
上げれば、次の年は高い業績手当になる。ボッシュでも人事課は、業績の低いのに査定が甘
いと判断しており、上司のほうは厳しくすると従業員委員会や当人との厄介な対立が待って
いる、と嘆いている。結果はどこでも査定点が散らばらず中央値に近くなってしまう、とい
うことであった。上司は義務的に査定し、従業員は成り行き任せだった。ボッシュではパイ
ロットプロジェクトを立ち上げ、 2, 3の工場で試験的に面談方式を取り入れた。職員層に
関しては、業績査定に面談方式をいれるのは成果があったので、職員にはすでに適応されて
いるが、生産現場にはパイロットプロジェクトだけでまだ入ってない、という。対等で質的
に満足のいく面談になっていなかったからである。パイロットプロジェクトで心がけられた
ことがあった。事前に面談の日を知らせ、労働者に面談準備させること、どんな目標なら達
成できるのか、上司のほうでできる援助は何か、業績能力を上げるにはどんな措置（訓練で
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なく配転などの措置、適材適所）がいいかなどを面談する、ということで面談方式の問題点
を解決し、上司、労働者とも面談の改善に取り組むようになっている、というのが経過報告
である。次は、報酬制度改革だが、労働協約の規制をはずすために、ボッシュは新たな報酬
制度をイギリスの工場で実験している。協約上の賃金引上げ分を予算として、各賃金等級内
に5段階で範囲給部分を作り配分する。チームリーダーによって面談を通して査定された査
定点の低いものは協約賃金を受け取り、高いものは予算から追加手当を受け取る、というわ
けである。上司も労働者もこのシステムに賛成であった。この制度の実験ででてきた重要な
成果は、労働者が、より高い業績を上げる可能性はどこにあるかが話し合われた、というこ
とである。ボッシュの改革の方向は明らかに業績査定の面談化にあると見てよいだろう。電
機の総合メーカージーメンスでは1990年ごろに、業績手当に関する賃金制度改革を実施して
いる。業績の高いものには高い手当を払って、より高い業績へのインセンテイプを与えるの
が困難になっていたというのが背景になっている。協約上の業績査定が絶えず高めで、それ
ゆえ手当も常に高くなっていた。労働者が査定が終わったら手当は高くなるものだと期待し
ており、上司もそのように取り計らったから、「後退する」ことは協約上不可能だった。査
定間隔が1年と長くこれも業績向上への動機形成にとって効果を薄くした。協約賃金が上が
ると個人の業績査定分も上がると観念されており、したがって予算が限られていると、「真
の業績増加者」への配分の余地は少なくなった。予算が協約賃金の平均x%となっているの
で、上司がインセンテイプを与えるために使える余地はほとんどなかった。査定は、誰もが
手当をもらう、という原則で行われていたので、賃金計算では差がわかるほどの手当にはな
らなかった。そして、同一メンバーの職場なら一定期間が過ぎると、業績が変化しても査定
点を変える可能性がなくなった (IfaA、Ibid.,58f.)。このような協約上の業績手当を、ジーメ
ンスでは、同一等級の職務が比較できる労働者を小集団にくくることで解決した。査定点を
直接金額換算せずに、序列化して、この序列を定期的に見直すようにした。査定はいまや二
人の上司によって行われるようになった。査定項目は、労働量（計画量と実績）、労働の質（欠
陥、良品、用意周到、秩序）、労働投入（経験、フレキシビリティー、イニシアテイプ）、協
働（時間厳守、協働の規制、職場秩序）の4つで、 15点満点で評価し、 0-3点はA.4-7点
はB,8-11点はC、12-16点はDとし、このABCDに手当の金額を対応させた。対応表や職場
全員の点数、序列表で、相対的な手当配分が見渡せるようになり、多少の査定点や手当の修
正が上司によって行われるようになった。そればかりか、予算の10%は、上司の使える予備
として配分せず次の査定までに業績を高めたものに支払うべき追加手当分として使えるよう
にした。また、協約賃金の引き上げを個人の業鎖手当に使えるように、査定を厳格にした。
こうして、協約上の業績手当を、事業所適応的に変更することで、時間給労働者業績にイン
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センテイプを与えることができた、という (lbid.,6lf.)。他方、ジーメンスでは、 83年に管
理職層に、また88年には、上から 2つの高賃金等級層に業績査定に代わって、目標設定と評
価に面談方式を導入している。旧来は職務評価に基づく能力査定を用いていたのであるが、
上司の査定基準が動いてしまい、査定の公平が保てないこと、査定点が低い場合に改善の方
法が示せないこと、査定が儀式化している、客観的でない、などの問題を解決する方向とし
て、面談方式が採用されたのである。課業にはっきりした目標を与える、企業上層の機能関
連の認識をはっきり持つ、的確な行動や責任の範囲をはっきりさせる、企業の目標や意思決
定への参加を促す、といったことは、業績査定ではできないからである。面談の利点は多い、
という。面談によって目標が定められれば、どう、最適成果貢献にたどり着くかが模索でき
るし、企業に何が期待されてるかがわかれば、仕事結果の査定を理解できる。行動や責任範
囲がわかり、その行動や責任範囲を従業員が利用しようとすれば、上司との理解が一致して
くる。成果を出すためのコミュニケーションが行われる。上司の指嘩のよさ、悪さもわかる。
能力の開発方向に関して共に考え、具体的な指導に入れる、などが指摘されている。導入結
果は、ほとんどがこの方式に賛成で、特に管理職層では不可欠かつ効用の高い管理システム
だ、という評価であった。管理職層は、これによって、弱点を克服し、コンフリクトを減らし、
部下と組織の業績を目標にもって行くことができる、と見ていた。「内外の顧客重視の強化
ということで、具体的な評価要素と目標契約のある根本的な対話の形は、現行の報酬の高さ
や特別支給の規定にもまた使われるようになるのである」 (lbid.,117)。第1図に掲げたジ一
メンスの制度改革の際に描かれたドイツにおける賃金とその評価基準の変遷で、今後は目標
協定と企業成果を取り入れた報酬制度になる、という認識の背後には、以上のように、労働
協約に基づく査定システムが、インセンテイプシステムとしての機能を果たさず、その問題
点を克服するためには、その方向しかない、と判断されたからである。
IfaAの事例はジーメンスにとどまらず、そのほか、組合規制のないアイゼナッハのBMW
の工場の、協約追加業績手当のケースが載っている。事業所特有の査定システムでなければ、
生産業績、品質、企業効率の実現は不可能、ということで業績査定項目をフレキシビリティー、
品質管理、イニシアテイプと参加の3つとして実施したケースである。 (Ibid.,7lf.)その他
lfaAは多くの事例を紹介しているが、ここでは以上で十分であろう。ドイツの成果給導入の、
あるいはその前のロジックとしては出てきている目標協定の導入に至る道筋は、おおよそ描
けた、と思われるからである。
3. 事業所内業績報酬制度の設計プラン
IGメタルとのERAに関する交渉が決着する前の2001年にIfaAはドイツ産業へのグループ
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労働導入に伴って変化してきた企業戦略によっていまや硬直的な賃金と給与はますます問題
になってきている、として生産労働者のレベル、職員のレベルそして管理職層のレベルそれ
ぞれの目標とされる業績と成果に応じた報酬制度を設計すべく、 EntgeltGestaltenorientiert 
an Leistung, Ergebnis und Erfolg, 2001という制度設計のための調査報告書を出している。
IGメタルのLangたちのハンドプック改訂版への対抗の意図があったのかもしれない。
この小冊子の最初は、業績評価に関する現状認識である。生産現場に近いところでは、生
産数量や生産性ばかりでなく、機械や装置の稼働率、品質そして共通費の節約などがプレミ
ア賃金の業績評価の項目になっており、エ職混合チームの際の報酬要素になっている。開
発とか営業では、納期、予算維持、労務・資材コスト、販売費、一人当たり売上高が業績
評価項目で、この評価のためには、目標協定に基づく目標の達成度把握が必要である。管
理職層には、事業所成果、財務上の利益、株主価値、 ROI、売上高が業績評価項目であり、
この企業成果への参加を評価するためには目標達成度の評価が不可欠である。このように
IfaA、はいまや全体企業の業績• 成果を出すために、それぞれの職掌レベルで最適な業績
評価をし、適切な報酬に反映させるということが企業戦略となっている (IfaA. 200 l,ibid.,19) 
と、いう。すでに見たように、協約上でも事業所レベルで査定項目を拡張することはでき
たのだが、今はこの制約も取り払い事業所ごとに異なる独自の評価制度の確立が求められ
ている。ただし、そうは言いながらも旧来の認識からまったく離脱しているわけではない。
IfaAは、業績Leistungをドイツ固有にREFAによって開発されてきた労働科学的な生産数醤
的仕事成果の意味に限定し、人間活動の結果と捉え、より企業成果には積極的な仕事成果
Arbeitsergebnisや財務計算でわかる金銭的な大きさによって出される企業成果Erfolgと区別
している。最初の業績Leistungは今まで見てきた生産労働者レベルの業績給や業績査定で出
てくる業績理解とあまり離れてはいない。職員層の業績定義である仕事成果も直接は企業成
果と結びつけない、とされていて、このあたりは、日本の場合と違って、組合規制の影需
だろうか、企業成果Erfolgに関する従業員の参加に管理職層との間に大きな違いがある。す
でに見たように、 ERAでは、企業成果に関しては職員・エ員の目標協定は結べないことに
なっていた。業績と仕事成果の数値目標に関しても、企業成果的なものは条件付きでのみ反
映させる、となっていて留保が効いている。ただ、「計画と、指導、意思決定が大きくなれ
ば、それだけ企業の経済成果に関する責任や影需の可能性は大きくなる」という認識が、管
理職層に数値目標として利潤、収入、売上高をとらせるというのは日本の場合と同じである。
業績評価の出発点はノーマル業績においている。それはドイツでは、従業員委員会と協定
し、かつ目標協定の場合は個人と協定する必要がある。こうしてIfaAの報酬システムの構想
が出来上がる。企業の労務費を構成する報酬システムは旧来は基本給を基礎に業績関連給＋
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年 1回支給分＋協約追加分であったのに、これが固定給＋変動報酬A、Bとなる。変動報酬A
は企業成果によって規定された報酬部分（経済変動の影響を受ける）、 Bは個人・グループ業
績と個人・グループ仕事成果によって規定されている（何らかの査定評価に基づく）。以上
がIfaAによる、新たな賃金制度設計のための基本構想である。この基本構想の下、技術的な
説明は省くが、各事業所では部門ごとの経営上の目標、労働組織としての目標、業績目標を
書き出し、従業員委員会やチームリーダーを参加させた最適報酬制度を作り上げるのである
(Ibid.,2lf.)。この報告書には、すでにこのような基本構想に近い制度を実施している事業所
が13例紹介されているが、職員層の報酬制度の事例が多い。特徴のある事例だけをいくつか
紹介しておこう。
ひとつは、低賃金国への工場移転を迫られ、コスト削減に追い込まれている電子機器メー
カーのケースである。競争力強化のために適切なモチベーションと指導、そして業績重視の
報酬システムによって従業員の仕事能力を促進することを最重要課題とした。そして、報酬
システムとして目標協定と査定のシステムを用いた変動報酬を導入した。目標設定は定期的
に上司と従業員の間で決められるが、企業目標から尊き出された目標になるよう求められて
いる。目標設定で重要なことは、設定基準や目標達成をチェックできること、透明で、再現
可能であること、査定を毎年行うこと、などであるが、特に強調していることは、目標が測
定可能なことである。目標が方針では従業員はそれを手引きとしか見ないので、モチベーショ
ンを引き出す効果がない、と想定されている。ドイツの高度に仕事をこなせる従業員は方針
や道のりは自ら開発できるから、目標協定ができれば必要ない、と言うのである。こうして、
「納期を年末までに2日短縮する」、「在庫を 2ヶ月内に25%減らす」といった具体的数値目標
が設定されるようになった。このあたりは仕事管理を組織的にやるか、個別的にやるかの違
いだが、 ドイツでは、業績査定や業績給の長い歴史があるので、数値目標化しても、労使の
間で特別に違和感がでる、ということはないのであろう。新報酬システムの構造は簡単で、
IfaAの提唱のものに近い。つまり、全従業員の給与が固定基本給＋変動部分からなり、査定
はモチベーションと能力開発の引き上げ、そして変動分の報酬額の算定に使われた。変動分
の年額は最大で年サラリーの40%とされている。
まず指導的職員の報酬は、仕事の洗い替えを 1年に 1回行いそのつど設定し寵すという固
定給部分と、事業年度目標の協定が上司との間で結ばれて、その達成度で支給されるタン
ティーメからなっている。頻繁に達成度がチェックされ、年度末に総合されて一括支給（最
大は給与の40%)されるのである (IfaA,ibid.,40f.)。年 1回仕事の洗い替えがあるのが、他
の従業員と違う。さらに管理職層は 6つの評価項目で査定される。内2つは数値目標協定さ
れる。当該年度の部門目標と、下位部門の業績結果がそれである。後の 4つは行動査定で、
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管理業務／企業文化、ロイヤリティー、部署の責任の大きさ、勤続年数が査定される。目標
達成度も行動査定も 4段階評価であり、総点が、洗い替えと年 1回限りの支給であるタン
ティーメの算定に使われる。
職員と労働者の場合は、協約基本給に変動分が付く。変動分の最大は基本給の12%で、内
8%は査定、 4%は目標協定の達成度で決められる。職員の目標は、事務用資材予算、イベ
ント準備、ペーパーレス化、新ソフトの導入であるが、そのほか能力開発を目標にすること
もある。業績査定のほうはERA協約前だから、協約上の査定項目を使っている。職員の場
合は査定項目は労働投入、専門的能力の実施と開発、協働／チーム活動能力、自律性の4つ
である。ただし、ウェイトは事業所固有につけており、 7段階評価、評点は0点から 4点ご
との間隔で、最大24点が付くようになっている (Ibid.,49f.)。
この企業はドイツ各地に販売網を広げており、領域ごとに領域営業所長を置いている。市
場拡大と販売増加が彼らの仕事であり、計画データと日常業務を照らし合わせながら、マー
ケットや競争者の分析をしている。外交も彼の仕事である。毎月計画と実績の突合せで販売
コントローリングが実施される。彼の報酬は年固定部分と変動部分に分けられるが、変動部
分の割合は、固定給与の20%で、目標達成度を参照して支給される。 8%分は管轄領域の汎
用品販売増加を目標にして、 4%分は特殊製品群の売上増加を目標にして、 4%分は新規顧
客の獲得、あと 4%は企業に好都合な条件があった場合（割引など）という目標協定項目に
なっている (Ibid.,Slf.)。加えてもうひとつの新製品の外交のケースが挙がってるが、要する
に20%の内訳項目がこの外交の場合は特別な製品にかかわる項目、たとえばセミナー活動、
とかになってくる。販売報告書、競争者の分析などが目標協定項目に人っている。報酬の形
態はきわめて単純だが、その報酬を決める手続きが複雑で、事業所内の多様化した業務に沿っ
て細かく、しかも客観的に業績判定ができるように更新されている、といえよう。
次は、東ドイツのオフセット印刷機メーカーの購買部の職員の給与システム改革の例であ
る。 95年に生産現場にグループ労働が入り、 97年に購買部に職員のグループ労働を禅入して
いる。グループ労働瑯入以前は、 IGメタルの協約基本給と協約業績手当で職員給与を支給
していた。経営側は、会社全体でのグループ労働尊入と新報酬制度で、 20%の財務効果を取
得するとしていた。時間効率、工程最適化、グループ労働の潜在能力、改善が実施されれば、
その20%を上回る収入をもたらし、その分は目標協定によるグループプレミアでグループが
得るという計画であった。購買部 (26人の職員）は、次の工程はお客様の原則の下、すべて
の資材、部品、付属品を無欠陥で遅滞なく企業に調達することが最適コストの生産になると、
指令された。資材コストと人件費をグロバルマーケットで調達すること、そして時間効率を
図ること、これらのためにグループ労働が実施された。そして基本給にまず19%の限度で個
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人業績手当が付いた。今までは、この手当の査定は、協約に基づいた査定で、業績査定点は
初任から徐々に一方的に上がった。これが6ヶ月ごとの事業所固有の個人査定に変わった。
最初の段階は査定者はグループ代表であった。査定に当たっては主観性を排除する方法がつ
かわれ、上司が入ることはまれだったが、人事課が査定点の描く形状を緩和していた。現状
では査定はグループメンバーによって行われており、査定者や被査定者との活発なコミュニ
ケーションが行われている。個人間の対話は上司やリーダーによっても促進された。個人査
定は100点が最高点である。最初の段階では個人間の開きが70点にもなった。平均は50点に
なるように、 50点を超えたら、査定基準が甘い、下回ったら辛いとみなして運用することに
したという。仕事の高度化にどう向き合うかがこれで透明になった。次に、査定項目はチー
ム行動、フレキシビリティー、品質、コスト意識、改善の 5つだが、査定の対象とされる行
動はさらに 3つか4つに細分化されている。たとえば、チーム行動は、グループ内助け合い、
ノウハウの伝達と集会参加、仕事の信頼性、課業の共同の対処などであり、コスト意識では、
購買価格付け作業、損害回避、サプライヤーとの付き合い、人事的な仕事の納期維持となっ
ている。これらの査定項目が、 3段階査定されるのであるが、各段階はさらに3段階に分け
て査定され、大分類の査定項目 1つにつき最大27点の査定点の中で点数表示される。その点
数が、基本給の個人業績手当何％と換算されている (Ibid.,f.65)。
この個人業績手当に、グループプレミアが追加された。グループで納期維持、資材節約、
労働投入／品質の目標協定を結び、達成度にしたがって最大グループメンバーの基本給平均
の30%までのプレミアを支給する、というものである。納期維持は最大20%、節約は 5%、
労働投入は5%となっている。査定点が1%にあたる手当は、平均月例給を労働時間数で
割った値とされている。納期維持を取れば、遅れが出て15%に値する査定点が付いた場合は、
15%を上の時間あたりの平均月収にかければ納期維持に関するグループプレミア額がでる。
それをメンバー数で割れば、個人の配分額になる。あとの節約と労働投入もそれぞれ数値目
標協定して達成度を 5%内でプレミアに換算すれば、すべてのグループプレミアがでる。導
入成果は大きく、納期は10日以上遅れることはなくなった、という。資材コスト削減も達成
できており、全体として、グループ労働と新報酬制度の瑯入は成功だった、と報告されてい
る(Ibid.,7lf.)。このように、グローバル化による競争激化で、コストの見直しから、納期短
縮、労働時間の効率利用などを理由に、インセンテイプシステムを改革し、成果をあげてい
るケースが多い。協約賃金と協約業績手当（平均13%)にチームメンバーとして企業成果と
連結させた業績手当（基準付加価値の増分）を追加している成型材・エ具メーカーのケース
もある。導入の契機は、競合他社より10%高いコストの引き下げ圧力である。売上高に占め
る労務コストが目立って高く、協約上の労働時間をいかに効率的に使い、顧客満足につなげ
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るかが検討された結果である。グループ労働の導入で内製化率の引き上げ、生産での労務費
削減、労働時間のフレキシプル化、夜間シフトの無人化などの達成が目標とされた。そして、
給与の構成を協約基本給、協約業績手当に加えたグループ成果プレミアとしたのである。成
果プレミアは付加価値の平均構成比を60%として、それ以上1%ごとの刻みで20%まであがっ
た場合、基本給をベースに同じ比率のグループプレミアを支給するというわけである。平均
より付加価値が下がったら、 5%までに限りマイナスプレミアをつける、という減額規定も
経営協定された。フレックスタイムや夜間シフトの無人化措置で付加価値が上がるので、そ
のようなことが可能な作業設計をすることが求められた。結果は、良好で、競合他社のコス
トに比べて高かったコストは目だって下がり、付加価値額は上がり、立地条件は改善した
(Ibid., 117 f.)。
以上、 2003年ごろから始まる各協約地域でのERAの改定作業の前に、使用者団体金属、
電機産業総連合とそこに所属する企業が、 90年代に入ってグループ労働の導入や企業のリス
トラを経ながら、旧来の協約賃金システムでは不可能であった、新たな組織と戦略に対応で
きるインセンテイプシステムの構築をいかにしてきたかを見てきた。総連合のほうでも、新
たな報酬制度の設計のために、現状の賃金・給与の実態把握を詳細に行い、個別事業所での
従業員委員会の協力ないし賛同を得た報酬のあり方を詳しく紹介し、 21世紀の報酬制度のあ
るべき方向を探ってきた。アコードは組合の強力な規制の下にあり、ほとんど必要なインセ
ンテイプを与えるためには利用できず、データ収集の費用からもほとんど省みられていな
かった。プレミアは個人の業績への影響があれば使え、かつ多要素の混合組み合わせが可能
であった。しかしこれもデータ収集の費用はかかるし、プレミアの出発点、カープ、最低収
入などで組合規制があるという制約が、結局上乗せの形が取れれば事業所協定で追加プレミ
アを経営指標（財務的、あるいは納期）に基づいて設定することができる、ということで一
定に普及していた。時間賃金労働者と職員の給与に付いた査定に基づく業績手当は、協約上、
事業所レベルでの開放規定があり、査定項目は事業所協定で細分化し、ウェイトを事業所の
仕事内容にあわせることが可能だった。それゆえ、使える予算は平均的収入保障ということ
で限られたが、多様な形で査定が行われるシステムヘと変わっていた。ところが、グローバ
ル化とチーム労働の導入が多項目の査定を必要にさせる一方で、上司査定の主観性はますま
す広がったから、協約規定にある査定結果の苦情処理手続きは業績査定自体を形骸化し、手
当をインセンテイプとして利用できなくさせる効果を持った。それゆえ、 lfaAの報告でも、
査定で仕事の結果を見るより、上司と個人またはグループの間でまず将来（今年度）の業績
を面談をする中で約束し、途中で実績をチェックしながら、年度末に達成度をみて給与に反
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映させる目標協定の方がよい。その方が公平性や透明性を高め、また達成度を次年度の約束
にばかりでなく、教育訓練にも生かせるから、こちらを今後は普及させるべきだ、という方
向性が出てきたのである。 ERA改定で、 IGメタルがこの目標達成手当の予算と苦情処理手
続きの2点で枠をかぶせたのであるが、すでに見たように規制の関心はもはや企業の目標設
定や面談制度それ自体ではなく、目標協定を企業成果とは連結させない、という消極的なも
のであった。目標設定では一応参照枠を協約して入るが、職員もエ員も多様な仕事につくよう
になってる中で実際の業績目標をどこに置くのかは、事業所内労使関係に任されたのである。
金属・電機産業の労働協約の分析からはでてこない、ひとつの新たな報酬として企業で使
われ始めているものに、ボーナスの利用がでてきていた。 2001年のIfaAの調査でも、バーデ
ンヴュルテンベルクの半祁体メーカーで個人の 1年間の目標協定で生産高が計画値より上下
した分を4半期ごとにボーナスで支給している例があがっている。目標管理が浸透し、査定
も目標協定の際に設定された査定項目に関する目標値の達成度で評価されるようになってい
る。それがボーナスとは別の協約で決められた業績手当の支給に使われている (IfaA,2001、
149ff.) 。ドイツの業績• 成果給は組合規制からはずれ、企業内労使による協議に移されてき
ているのである。ただ日本と違って基本給の領域はなおほとんどが労働協約で決まり、毎年
ではないが、 2. 3年の間隔を置いた協約改定交渉の対象であるから、労使関係がすべて事
業所内労使関係になることはない。そこで次は、 ERA協約以後の業績• 成果給の普及の状
況を見ておきたい。 2007年6月に、 ドイツの成果給の瑯入実態、というテーマでいくつかの
企業を回ってみた。金属・電機産業に限らず、化学やサービス産業も入っている。調査の成
果はあまり芳しいものではなかったが、わかった限りでの調査報告をしておきたい。
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